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１．防災・減災、国土強靱化の推進等 

・ 公共事業関係費は、6兆 828 億円（対前年度＋26 億円）を安定的に確保（５

年度補正予算は 2 兆 2,009 億円（対前年度＋1,996 億円））。ハード整備に加

え、新技術を活用した線状降水帯の予測強化などソフト対策との一体的な取

組により、防災・減災、国土強靱化を推進。 

・ 防災・減災効果を効率的に高めるため、災害の危険性の高い地域への住宅支

援の引下げや、立地適正化計画の未策定地域への支援措置を見直しつつ、土地

利用規制の導入と組み合わせた治水対策や津波・高潮対策を推進。 

・ 水道事業の国交省への移管を契機に、上下水道一体による効率的な事業実施

に向けた計画策定等を支援する新たな補助事業を創設。 

 

２．持続的な成長に向けた取組 

・ インフラ整備を通じた成長力の向上のため、国際コンテナ戦略港湾等の機能

強化や、空港の国際競争力の強化などを推進。 

・ 訪日旅行消費額年間５兆円の目標の早期達成に向け、国際観光旅客税を活用

し、円滑な出入国・通関等の環境整備、多言語対応や、地域の自然環境・文化

財を活かした付加価値の高いコンテンツの創出などを推進。 

 

３．担い手の確保・賃上げへの対応 

・ 公共工事の設計労務単価は、５年度まで 11 年連続引上げ。６年度も賃金上

昇の実勢等を反映して改定予定。また、下請事業者に対して適切な労務費が支

払われるよう法改正予定。 

・ トラックドライバーの賃上げに向け、法律に基づく「標準的な運賃」を引き

上げ予定であるとともに、トラックＧメンによる監視を強化。 

 

４．国民の安全・安心の確保 

・ 「海上保安能力強化に関する方針」に基づき、尖閣領海警備能力などの海上

保安能力の強化を推進。 

 

 

 
 
 
 
 

国土交通省・公共事業関係予算のポイント 
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 令和５年度 令和６年度 ５’→ ６’増 減 

公 共 事 業 関 係 費 ６０，８０１ ６０，８２８ ＋２６ 
（＋０．０％） 

 うち国土強靱化関係予算 ３９，６９８ ４０，３３０ 
＋６３２ 

（＋１．６％） 
※ 令和５年度予算は水道事業の国土交通省への移管に伴う組替え後の予算額。 

 
 

 

 

 

（単位：億円） 

 令和５年度 令和６年度 ５’→ ６’増 減 

国土交通省関係 計 ５９，０９３ ５９，５３７ ＋４４４ 
（＋０．８％） 

 
 
 

公共事業関係費 ５２，８７８ ５２，９０１ 
＋２３ 

（＋０．０％） 

非公共予算 ６，２１５ ６，６３６ 
＋４２１ 

（＋６．８％） 
※ 地域計上分を含む。 
※ 国際観光旅客税（令和６年度税収 440億円）関連施策のうち国土交通省予算に計上される 403

億円（前年度 197 億円）を含む。 
※ 本表のほか、デジタル庁一括計上分として、令和６年度 335億円があり、これを含めた場合の

合計額は、59,872億円（対前年度＋0.8％）である。また、別途、委託者の負担に基づいて行う
附帯・受託工事費がある。 

※ ５年度当初予算 ⇒ ６年度当初予算 

１．防災・減災、国土強靱化の推進等 

（１）ハード・ソフト一体による防災・減災、国土強靱化対策 

① 公共事業関係費 

６０，８０１億円 ⇒ ６０，８２８億円（＋ ２６億円、 ＋０．０％）   

（参考）令和５年度補正予算   ２２，００９億円  

・  ６年度の公共事業関係費は、５年度補正とあわせて安定的に確保。ハード整備に加

え、新技術を活用した線状降水帯の予測強化などソフト対策との一体的な取組により、

防災・減災、国土強靱化を推進。 

 

※ 国土強靱化への重点化 

公共事業関係費のうち国土強靱化関係予算    

 ３９，６９８億円 ⇒ ４０，３３０億円（＋ ６３２億円、 ＋１．６％）   

・  公共事業関係費のうち防災・減災、国土強靱化関係予算として、国土強靱化基本計

画（令和５年７月閣議決定）に関連した事業へ重点化。 

 

  

◆ 国土交通省関係予算 

◆ 公共事業関係費 
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② 線状降水帯の予測精度向上等に向けた取組の強化等  

１９８億円 ⇒ ２０４億円（＋ ６億円、 ＋２．９％）   

（参考）令和５年度補正予算（デジタル庁込み）   ２９０億円  

・  近年頻発する線状降水帯の予測精度向上等を行うため、大気の３次元観測機能など

の最新技術を導入した次期静止気象衛星の製造、気象庁スーパーコンピュータ等を

活用した予測技術の開発等を着実に推進。令和６年からは、県単位で半日前から線状

降水帯の予測が可能となる見込み。 

 

③ ダムの事前放流の取組を踏まえた事業採択プロセスの見直し  

・ ダムの事前放流の取組の進展等を踏まえ、今後のダムの改造・新設の検討に当たっ

ては、事前放流の更なる活用や放流操作の最適化など既存のダムを最大限活用する

ことを検討・検証することとし、検討結果を踏まえて、新規採択の適否の評価を行う

よう事業採択プロセスを見直し。 

 

④ 地方整備局等の執行体制の強化 

２３，７５３人 ⇒  ２３，８３５人  （＋８２人） 

・  大規模自然災害からの復旧・復興や自然災害発生時におけるＴＥＣ－ＦＯＲＣ

Ｅの被災自治体への派遣に加え、地域の防災・減災、国土強靱化の取組の推進を図

る観点から、地方整備局等の人員を増員し体制を強化。 

 

（２）防災・減災効果を効率的に高める取組 

① 災害の危険性の高い地域への住宅支援の見直し 

・ 防災・減災効果を高める観点から、新築住宅に対する各種支援に関し、市街化調

整区域かつ災害イエローゾーン（土砂災害又は洪水浸水想定３ｍ以上の区域）とい

った災害の危険性の高い地域に建てられる新築住宅への補助額を半額とする。 

 

② 立地適正化計画の未策定地域への支援措置の見直し 

・ 自治体による立地適正化計画の策定を促し、防災・減災に配慮した居住誘導を進

める観点から、立地適正化計画を策定しておらず、策定に向けた具体的な取組等も

行っていない自治体については、原則として、令和７年度以降は社会資本整備総合

交付金について、道路事業、下水道事業、市街地整備事業（※先行して６年度以降）

など分野横断的に、その重点配分対象としないこととする。 

 

③ 防災集団移転促進事業の拡充 

１億円 ⇒  ６億円（＋ ５億円、 ＋３４６．３％） 

・ 津波による災害の危険性の高い地域において、事前防災の観点から住居の集団的

移転を促進するため、防災集団移転促進事業について、津波災害特別警戒区域へ

の指定等を行った場合に、５戸以上の小規模な移転を可能とするとともに、補助

対象経費の限度額を引き上げる。 
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④ 土地利用規制等を組み合わせた治水対策 

７３億円 ⇒ １８０億円（＋ １０７億円、 ＋１４５．７％）   

・ 特定都市河川・流域の指定を通じて総合的な流域治水対策を加速させるため、指定

地域を対象とする事業に重点化。更に、治水対策にあたり、特定都市河川法の浸水被

害防止区域等の設定による土地利用規制と、輪中堤・宅地の嵩上げ等を組み合わせる

ことにより、治水対策の時間を短縮し、コストを縮減できるよう事業メニューを拡充。 

 

⑤ 土地利用規制等を組み合わせた津波・高潮対策の推進 

・ 海岸堤防等の津波・高潮対策については、ハード面の対策と土地利用規制等のソ

フト面の対策を組み合わせた総合的な対策を推進するため、高潮浸水想定区域や

津波災害警戒区域の指定等を実施した地域を対象とすることを要件化。 

 

（３）上下水道一体での効率的な事業の推進 

   ３０億円（皆増） 

・ 令和６年４月より、水道整備・管理行政が厚生労働省から国土交通省に移管され

ることを契機に、上下水道一体による効率的な取組を推進するため、上下水道一

体での効率的な事業実施に向けた計画策定、上下水道一体でのウォーターPPP の

取組や新技術を活用した業務効率化などを支援する、新たな補助事業を創設する。 

 

２．持続的な成長に向けた取組 

（１）国際コンテナ戦略港湾等の機能強化 

６３３億円 ⇒ ６３９億円（＋ ５億円、 ＋０．８％）   

・ 国際コンテナ戦略港湾（京浜港・阪神港）に寄港する国際基幹航路の維持・拡大

を図り、我が国立地企業のサプライチェーンを安定化すること等を通じて、我が

国産業の国際競争力を強化するため、 

ⅰ）船舶の大型化に対応したコンテナターミナルの整備等を集中的に実施すると 

ともに、 

ⅱ）AI の活用等による港湾業務の自動化・省力化や物流手続の電子化、コンテナ 

ターミナルの一体利用の促進を通じて、港湾物流における生産性向上を促進。 

 

（２）空港の国際競争力の強化等 

① 空港の国際競争力の強化 

７５６億円 ⇒ ８６４億円（＋ １０７億円、 ＋１４．２％）   

【自動車安全特別会計（空港整備勘定）】 

・ 羽田空港において、京急空港線引上線やＪＲ東日本羽田空港アクセス線等の整備

を引き続き実施するほか、中部空港の現滑走路の大規模補修に向けた代替滑走路

の整備等を実施。 

 

② 空港使用料の軽減 

・ 航空旅客需要が回復しつつある中、航空会社の安定的な事業運営の下、インバウ

ンド増大に向けた航空会社の機材投資等を引き続き後押しするため、国内線の空

港使用料（着陸料及び航行援助施設利用料）を軽減（１００億円）。 

    ※ 令和３年度から令和６年度における空港使用料の減免による特会の歳入の減少を踏まえ、

その回復を図るため、令和７年度から令和 18 年度にかけて空港使用料を適正な水準に設定。 
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（３）整備新幹線の整備の推進 

① 整備新幹線の着実な整備 

８０４億円 ⇒ ８０４億円（± ０億円、 ±０．０％）   

・ 北海道新幹線（新函館北斗・札幌間）について、整備を着実に推進。 

 

 ② 北陸新幹線事業推進調査 

１２億円 ⇒ １４億円（＋ ２億円、 ＋１６．２％）   

・ 北陸新幹線（敦賀・新大阪間）について、従来、工事実施計画の認可後に行って

いた調査も含め、施工上の課題を解決するための調査を先行的・集中的に実施。 

 

（４）都市鉄道ネットワークの充実 

１４８億円 ⇒ １５３億円（＋ ５億円、 ＋３．２％） 

・ 大都市圏の中心部における移動の円滑化や通勤・通学混雑の緩和等を図るため、

なにわ筋線の整備や東京メトロ有楽町線・南北線の延伸整備を推進するほか、地

下鉄バリアフリー化等を推進。 

 

（５）インバウンド消費額５兆円目標の早期達成に向けた観光施策の推進 

  ３１０億円 ⇒ ５４０億円（＋ ２３１億円、 ＋７４．４％)  

うち国際観光旅客税財源 ２００億円 ⇒ ４４０億円（＋ ２４０億円、 ＋１２０．０％)  

・ 訪日旅行消費額年間５兆円の目標の早期達成に向け、国際観光旅客税を活用し、

円滑な出入国・通関等の環境整備、多言語対応や、地域の自然環境・文化財を活か

した付加価値の高いコンテンツの創出などを推進。 

 

３．担い手の確保・賃上げ等への対応 

（１）建設業の担い手の確保 

① 公共工事における賃上げ等への対応 

・ 公共工事の設計労務単価は、11 年連続で引き上げ、５年度は＋5.2％。６年度

も賃金上昇の実勢等を反映して来年２月に改定予定。また、民間工事を含め、下

請業者に対して適切な労務費が支払われるよう、法改正案を次期通常国会に提出

予定。 

 

 ② 建設業の働き方改革の推進 

２億円 ⇒ ２億円（▲ ０億円、 ▲４．６％）   

（参考）令和５年度補正予算  ２億円 

・ 建設業の「2024 年問題」への対応や魅力的な産業の実現に向け、働き方改革

の推進に関する実態調査や処遇改善に向けた周知・啓発等を実施。 
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（２）物流の革新の実現に向けた取組 

２億円 ⇒ ２億円 （＋ ０億円、 ＋５．４％)  

この他、財政融資１１２億円（＋９２億円、＋４６０．０％）、産業投資１０億円（皆増) 

（参考）令和５年度補正予算  １５９億円 

・ 物流の停滞が懸念される「2024 年問題」に対応するため、「物流革新に向けた

政策パッケージ」（令和５年６月２日関係閣僚会議決定）等に基づき、商慣行の見

直しや物流の効率化等について、抜本的・総合的な対策を推進。 

・ トラックドライバーの賃上げに向け、法律に基づく「標準的な運賃」を 8%引上

げ予定であるとともに、その浸透・徹底のためトラック G メンによる荷主・元請

事業者への監視を強化。 

 

（３）内航海運業への支援及び船員養成 

内航海運業への支援                  ２億円（皆増） 

・ 物流の「2024 年問題」を踏まえてモーダルシフトを進める中、内航海運が DX

やＧＸといった社会変容や船員の高齢化といった課題に対応するため、内航海運

の生産性向上等に資する技術開発や質の高い船員教育を支援。 

 

（４）地域公共交通の維持・活性化 

① 地域公共交通確保維持改善事業 

 ２０７億円 ⇒ ２０８億円 （＋ １億円、 ＋０．３％)  

（参考）令和５年度補正予算  ３１９億円 

・ 従来の乗合バス等の運行費支援に加え、地方自治体が交通事業者に一定エリアの

公共交通を一括して長期で運行委託（エリア一括協定運行）する場合への支援を

実施するほか、賃上げ等のための運賃改定を実施する乗合バス事業者に対する支

援を強化。 

 

② 地域公共交通再構築事業 

 社会資本整備総合交付金（地域公共交通再構築事業）  ５，０６５億円の内数 

・ 地域づくりの一環として、持続可能性・利便性・効率性の高い地域公共交通ネッ

トワークの再構築に必要な鉄道・バス施設のインフラ整備等に取り組む地方自治

体を支援。 

 

（５）空港業務（保安検査、グランドハンドリング）の体制強化 

保安検査の量的・質的向上の推進 ７９億円 ⇒ １３５億円 （＋ ５５億円、 ＋７０．１％）   

【自動車安全特別会計（空港整備勘定）】 

空港受入環境整備等の推進      ３億円 ⇒ ３億円  （＋ １億円、 ＋１７．９％） 

・ 今後の航空需要の回復・増大に対応するため、旅客の利便性向上を図りつつ、確

実かつ効率的に保安検査を実施できるよう、国管理空港等の保安料の引上げ等に

より、保安検査員の処遇改善に関する支援や先進的な検査機器の導入を促進。 

・ 空港業務を担うグランドハンドリング事業者について、エアラインからの委託料

引上げによる処遇改善を促すとともに、事業者の系列の垣根を超えて人材確保・

育成や資機材調達などを支援。 

 

― 6 ―

―  ―0123456789



４．国民の安全・安心の確保 

（１）海上保安能力の抜本的強化

２，４３１億円 ⇒ ２，６１１億円 （＋ １８０億円、 ＋７．４％) 

・ 「海上保安能力強化に関する方針」（令和４年 12 月 16 日関係閣僚会議決定）

に基づき、尖閣領海警備能力や広域海洋監視能力の強化などの海上保安能力の強

化を推進。

① 尖閣領海警備や広域海洋監視などの能力強化

ⅰ）大型巡視船８隻の増強

ⅱ）中型ヘリコプター１機の増強 等

② 業務基盤の整備

ⅰ）ヘリコプター搭載型巡視船 2 隻の代替

ⅱ）能力強化に必要な定員など、１０７人の純増 等

（２）一般会計から自動車安全特別会計への繰戻し

６０億円 ⇒ ６５億円 （＋ ６億円、 ＋９．２％） 

（参考）令和５年度補正予算 １３億円 

・ 令和３年 12 月に財務大臣・国土交通大臣間で合意された内容（※）を踏まえ、

被害者支援事業等が安定的、継続的に将来にわたって実施されるよう、引き続き

繰戻しを実施。

（※）財務大臣・国土交通大臣間合意（令和３年１２月２２日）（抄） 

- 毎年度の具体的な繰戻額については、令和４年度予算における繰戻額の水

準を踏まえ、（中略）財務省及び国土交通省が協議の上、決定することとす

る。

- 一般会計からの繰戻しに継続して取り組む

（注）令和４年度予算における繰戻額：５４億円

（３）通学路における交通安全対策の推進

５５５億円 ⇒ ５５５億円 （± ０億円、 ±０．０％） 

・ 令和３年に実施した通学路合同点検の結果も踏まえて実施している、速度規制等

のソフト対策と歩道整備等のハード対策を適切に組み合わせた効果的な交通安全

対策を着実に推進。（令和５年９月末時点において、約８割の箇所について対策済。） 
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9
.8
兆

円
当

初
ピ
ー
ク

公
共

事
業

関
係

費
の

推
移

（
H
元

年
度

～
）

社
会

資
本

特
会

の
一

般
会

計
化

地
方

道
路

整
備

臨
時

交
付

金
の

一
般

会
計

計
上

に
よ
る
影
響

（
兆
円
）

臨
時

・
特

別
の
措

置

当
初
予
算

当
初
予
算
（
臨
時
・
特
別
の
措
置
）

補
正
追
加

(
0.
8)

1
4
.9
兆

円
補

正
後

ピ
ー
ク
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公
共
事
業
関
係
費
の
推
移
（
⼀
般
会
計
ベ
ー
ス
）

（
単
位
：
億
円
）

60
,6
00

60
,8
01

＋
20
2※

⽔
道
事
業
の
移
管
に
伴
い
、

組
替
え
を
実
施

※

令
和
５
年
度

当
初

（
組
替
前
後
）

令
和
６
年
度

当
初
（
案
）

＋
26

60
,5
74

＋
26

令
和
４
年
度

当
初

60
,8
28
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（単位：百万円）

増▲減額 伸率

851,796 852,184 388 0.0%

62,291 62,351 60 0.1%

40,297 40,297 - 0.0%

2,118,262 2,118,300 38 0.0%

244,403 244,903 500 0.2%

28,742 30,925 2,183 7.6%

22,822 22,822 - 0.0%

80,372 80,372 - 0.0%

156,171 156,106 ▲ 65 ▲0.0%

102,433 102,516 83 0.1%

94,331 112,775 18,444 19.6%

41,727 41,727 - 0.0%

32,386 32,386 - 0.0%

332,303 332,623 320 0.1%

125,249 125,370 121 0.1%

72,906 72,976 70 0.1%

549,190 506,453 ▲ 42,737 ▲7.8%

851,453 870,652 19,199 2.3%

77,390 76,999 ▲ 391 ▲0.5%

39,777 39,777 - 0.0%

13,886 13,886 - 0.0%

64,312 68,179 3,867 6.0%

6,002,499 6,004,579 2,080 0.0%

77,649 78,171 522 0.7%

6,080,148 6,082,750 2,602 0.0%

国 土 交 通 省 関 係 5,287,792 5,290,094 2,302 0.0%

農 林 水 産 省 関 係 698,285 698,585 300 0.0%

経 済 産 業 省 関 係 2,163 2,163 - 0.0%

環 境 省 関 係 49,512 49,512 - 0.0%

内 閣 府 関 係 42,396 42,396 - 0.0%

（注）令和５年度当初予算額については、水道事業の移管に伴う組替え後の予算額。

公 共 事 業 関 係 費 計

農 業 農 村

森 林 整 備

水 産 基 盤

社会資本整備総合交付金

防 災 ・ 安 全 交 付 金

農山漁村地域整備交付金

地 方 創 生 整 備

防 災 ・ 減 災 推 進 費

そ の 他

一 般 公 共 計

災 害 復 旧 等

国 営 公 園 等

治 山

海 岸

道 路

港 湾

空 港

都 市 幹 線 鉄 道

整 備 新 幹 線

住 宅 対 策

市 街 地 整 備

上 下 水 道

廃 棄 物 処 理

治 水

公　共　事　業　関　係　費

令和５年度
当初予算額

令和６年度
政府案

対前年度
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○
公
共
事
業
関
係
費
は
６
兆

82
8億

円
（
対
前
年
度
＋

26
億
円
）
を
安
定
的
に
確
保
（

5年
度
補
正
で
は

2兆
2,

00
9億

円
（
対
前
年
度
＋

1,
99

6億
円
）
）
。
ハ
ー
ド
整
備
に
加
え
、
新
技
術
に
よ
る
線
状
降
水
帯
の
予
測
な

ど
ソ
フ
ト
対
策
と
の
一
体
的
取
組
に
よ
り
国
土
強
靱
化
を
推
進
。

公
共
事
業
関
係
費

＜
線
状
降
水
帯
の
事
前
予
測
の
強
化
＞

※
非
公
共
予
算
に
よ
る
ソ
フト
事
業

＜
国
土
強
靱
化
に
資
す
る
イ
ン
フラ
整
備
＞

【河
川
掘
削
の
集
中
的
実
施
】

令
和
６
年
度
政
府
案
：
６
０
，
８
２
８
億
円

【暫
定

2車
線
区
間
の

4車
線
化
】

被
害

の
な
い
２
車

線
を
活

用
し
、
交

通
機

能
を
確

保

【道
路
ミッ
シ
ン
グ
リン
クの
整
備
】

【新
技
術
を
活
用
した
老
朽
化
対
策

(維
持
管
理

)】

す
さ
み

串
本

道
路

串
本

太
地

道
路

※
事
業
中
区
間
と

並
行
す
る
国
道

42
号

津
波
浸
水
想
定
区
域
を
回
避

42

す
さ
み
南

IC

串
本

IC
（
仮
称
）

太
地

IC
（
仮
称
）

E
4
2

E
4
2

E
4
2

42
：
事
業
中

（
す
さ
み
串
本
道
路
、

串
本
太
地
道
路
）

：
国
道
４
２
号

う
ち
浸
水

想
定
区
域

42

緊
急
輸
送
道
路
の
８
割

※
が

津
波
浸
水
想
定
区
域
を
通
過

パト
ロー
ル車
両
搭
載
カメ
ラの
リア
ルタ
イム
映
像
から
、

Ａ
Ｉ
によ
り舗
装
の損
傷
を自
動
検
知
し、
日
常
の

維
持
管
理
を支
援

【砂
防
関
係
施
設
の
整
備
】

段 階 的 に 情 報 の 発 表 を 早 め て い く

次
期
静
止
気
象
衛
星
の
整
備
等
によ
り観
測
能
力
を強
化
す
ると
とも
に、

気
象
庁
スー
パ
ー
コン
ピュ
ー
タの
整
備
前
倒
し等
によ
り予
測
を強
化
。

令
和

11
(2

02
9)
年
～

令
和
６

(2
02

4)
年
～

●
市
町
村
単
位
で
半
日
前

か
ら予

測

●
県
単
位
で
半
日
前
か
ら予

測

段 階 的 に 対 象 地 域 を 狭 め て い く

●
線
状
降
水
帯
の
発
生
を
最

大
30
分
程
度
前
倒
しし
て

発
表

●
２
～
３
時
間
前
を
目
標

に
発
表

令
和
５

(2
02

3)
年
～

令
和
８

(2
02

6)
年
～

令
和
４

(2
02

2)
年
～

●
広
域
で
半
日
前
か
ら予

測
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気
象
観
測
・
予
測
の
強
化
等
の
取
組
を
実
施
し
、
線
状
降
水
帯
に
よ
る
大
雨
等
の
予
測
精
度
向
上
と
と
も
に
、
予
測
精
度
を
踏
ま
え
た
防
災

気
象
情
報
の
改
善
を
段
階
的
に
実
施
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
国
民
ひ
と
り
ひ
と
り
に
危
機
感
を
伝
え
、
防
災
対
応
に
つ
な
げ
て
い
く
。

線
状
降
水
帯
の
予
測
精
度
向
上
を
着
実
に
推
進
し
、
予
測
精
度
を
踏
ま
え
た
防
災
気
象
情
報
を
段
階
的
に
改
善
す
る
た
め
、
大
気
の
３
次
元

観
測
機
能
な
ど
最
新
技
術
を
導
入
し
た
次
期
静
止
気
象
衛
星
等
に
よ
る
観
測
の
強
化
と
と
も
に
、
気
象
庁
ス
ー
パ
ー
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
等
を
活

用
し
た
予
測
技
術
の
開
発
等
を
進
め
る
。

概
要

線
状

降
水
帯
の
予
測
精
度

向
上

等
に
向
け
た
取
組
の
強
化

等

順 次 成 果 を 反 映

計
画

効
果

令
和

６
年

度
政
府

案
：

２
０

４
億

円
（

デ
ジ

タ
ル

庁
込

み
）

令
和
５

年
度
補

正
予

算
：

２
９

０
億

円
（

デ
ジ

タ
ル

庁
込

み
）

情
報
の
改
善

観
測

・
予
測
の
強
化

観
測

能
力

を
大

幅
に

強
化

し
た

次
期

静
止

気
象

衛
星

、
ア

メ
ダ

ス
へ

の
湿

度
計

の
整

備
や

最
新

の
レ

ー
ダ

ー
へ

の
更

新
等

に
よ

る
水

蒸
気

観
測

等
の

強
化

と
と

も
に

、
気

象
庁

ス
ー

パ
ー

コ
ン

ピ
ュ

ー
タ

等
を

活
用

し
た

予
測

技
術

の
開

発
等

に
よ

り
予

測
を

強
化

次
期
静
止
気
象
衛
星
の
運
用
開
始
（
令
和

11
年
度
）

に
向
け
、着

実
に
整
備
を
進
め
る
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ダム
の
新
規
事
業
化
ま
で
の
プ
ロセ
ス
の
⾒
直
し

実
施
計
画
調
査
⇒
治

水
機

能
増

強
検

討
調

査

用
地

補
償

調
査

水
没

者
補

償

付
替

道
路

工
事

本
体

工
事

建
設

○
ダム
に
つ
い
て
は
、こ
れ
ま
で
の
整
備
に
よ
り相

当
程
度
の
ス
トッ
クが
あ
り事

前
放
流
の
取
組
等
も
進
展
して
い
る
こと
か
ら、
今
後
は
、ダ
ム
の
改
造
・新
設
の

検
討
に
当
た
って
は
、事

前
放
流
の
更
な
る
活
⽤
や
放
流
操
作
の
最
適
化
な
ど既

存
ス
トッ
クを
最
⼤
限
活
⽤
す
る
こと
を
検
討
・検
証
す
る
こと
を
要
件
化
。

○
そ
れ
で
も
な
お
ダム
の
改
造
・新
設
に
よ
る
洪
⽔
調
節
が
必
要
とな
る
場
合
に
は
、合

理
的
な
事
業
計
画
の
⽴
案
や
コス
ト縮

減
の
検
討
な
ど必

要
な
⾒
直

しを
⾏
った
上
で
、新

規
事
業
採
択
時
評
価
を
⾏
う。
あ
わ
せ
て
、「
実
施
計
画
調
査
」の
名
称
を
「治
⽔
機
能
増
強
検
討
調
査
」に
改
め
る
。

（
３
年
未
着
工
)

事
業

再
評

価
（
第

三
者

委
員

会
）

計
画
段
階

事
業

再
評

価
（
第

三
者

委
員

会
）

新
規

事
業

採
択

時
評

価
（
社

会
資

本
整

備
審

議
会

）

○
あ

ら
ゆ

る
選

択
肢

を
排

除
せ

ず
に

検
討

を
行

い
、

ダ
ム

以
外

を
含

め
た

代
替

案
と

の
比

較
・

評
価

を
実

施
。

○
そ

の
結

果
、

ダ
ム

に
よ

る
対

策
が

有
力

で
あ

る
可

能
性

が
高

い
場

合
に

、
よ

り
具

体
的

な
調

整
・

検
討

の
た

め
調

査
段

階
に

移
行

。

【
河
川
を
中
心
と
し
た
対
策
】

ダ
ム
、
遊
水
地
、
河
道
掘
削
、
堤
防
嵩
上
げ
、
排
水
機

場
等

【
流
域
を
中
心
と
し
た
対
策
】

雨
水
貯
留
施
設
、
輪
中
堤
、
二
線
堤
、
田
ん
ぼ
ダ
ム
等

○
事

業
に

関
す

る
基

礎
的

情
報

を
収

集
す

る
と

と
も

に
、

事
前

放
流

な
ど

既
存

ス
ト

ッ
ク

を
最

大
限

活
用

す
る

計
画

を
検

討
し

た
上

で
、

ダ
ム

立
地

地
域

、
ダ

ム
管

理
者

等
と

の
協

議
・

調
整

（
既

存
ダ

ム
貯

水
容

量
の

更
な

る
有

効
活

用
等

）
を

実
施

。

○
上

記
の

効
果

を
確

認
の

上
、

ダ
ム

の
改

造
・

新
設

に
よ

る
洪

水
調

節
が

必
要

と
な

る
場

合
に

は
、

ダ
ム

の
規

模
等

の
検

討
、

各
種

調
査

や
概

略
設

計
を

実
施

。

○
こ

れ
ら

の
結

果
を

踏
ま

え
た

合
理

的
な

事
業

計
画

の
立

案
や

コ
ス

ト
縮

減
の

検
討

、
必

要
な

計
画

の
見

直
し

を
行

っ
た

上
で

、
新

規
事

業
採

択
時

評
価

を
行

う
。

治
水

対
策

に
係

る
具

体
策

の
検

討

河
川

整
備

計
画

へ
の

位
置

づ
け
、

計
画

段
階

評
価

（
第

三
者

委
員

会
）

建
設

調
査
段
階

計
画
段
階

設
計

条
件

検
討

概
略

設
計

既
存

ス
ト

ッ
ク

活
用

の
深

掘
り

詳
細

設
計

（
５
年
経
過
ご
と
及
び
本
体
工
事
着
工
前
）
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18
,8

88
 

18
,9

89
 

19
,0

90
 

19
,2

09
 

19
,2

96
 

19
,3

69
 

4,
43

9 
4,

39
5 

4,
42

8 
4,

44
4 

4,
45

7 
4,

46
6 

23
,3

27
 

23
,3

84
 

23
,5

18
 

23
,6

53
 

23
,7

53
 

23
,8

35
 

13
,0

00

15
,0

00

17
,0

00

19
,0

00

21
,0

00

23
,0

00

25
,0

00

元
年
度

2年
度

3年
度

4年
度

5年
度

6年
度

(案
）

地
方
整
備
局

北
海
道
開
発
局

地
方
整
備
局
等
の
執
行
体
制
の
強
化

定
員
数
（
人
）

＋
82
人

地
方
整
備
局
等
の
執
行
体
制
の
強
化

○
大
規
模
自
然
災
害
か
ら
の
復
旧
・
復
興

や
自
然
災
害
発
生
時
に
お
け
る
Ｔ
Ｅ
Ｃ
－

Ｆ
Ｏ
Ｒ
Ｃ
Ｅ
の
被
災
自
治
体
へ
の
派
遣
に

加
え
、
地
域
の
防
災
・
減
災
、
国
土
強
靱

化
の
取
組
の
推
進
を
図
る
観
点
か
ら
地
方

整
備
局
及
び
北
海
道
開
発
局
の
執
行
体
制

を
強
化
。

地
方
整
備
局
及
び
北
海
道
開
発
局
合
わ
せ

て
８
２
人
の
純
増
。

地
方
整
備
局

＋
７
３
人

北
海
道
開
発
局

＋
９
人

Ｔ
Ｅ
Ｃ
－
Ｆ
Ｏ
Ｒ
Ｃ
Ｅ
と
は

○
大
規
模
自
然
災
害
へ
の
備
え
と
し
て
、
迅
速
に
自
治
体
等
へ
の

支
援
が
行
え
る
よ
う
、
平
成

20
年

4月
に
Ｔ
Ｅ
Ｃ
－
Ｆ
Ｏ
Ｒ
Ｃ
Ｅ

（
緊
急
災
害
対
策
派
遣
隊
）
を
創
設
。

○
こ
れ
ま
で

14
3の

災
害
に
対
し
て
の
べ
約

13
万

8千
人
・
日
の

隊
員
を
派
遣
し
、
被
災
自
治
体
を
支
援
。

令
和

5年
4月

時
点
で
隊
員
数
は
約

1万
6千

人
。

主
な
活
動
内
容

※
TE

C
-F

O
R

C
E（

Te
ch

ni
ca

l E
m

er
ge

nc
y 

C
on

tro
l F

O
R

C
E）

：
緊
急
災
害
対
策
派
遣
隊

※
定

年
引

上
げ
に
伴

う
新

規
採

用
へ

の
影

響
を
緩

和
す
る
た
め
の

特
例

的
な
定

員
（１

年
間

の
時

限
）２

６
１
人

を
除

く

※

ド
ロ
ー
ン
に
よ
る
被
災
状
況
調
査

（
令
和

5年
台
風
第

7号
鳥
取
県
鳥
取
市
）

河
川
の
被
災
状
況
調
査

（
令
和

5年
6月

29
日
か
ら
の
大
雨

福
岡
県
東
峰
村
）
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○
防

災
・減

災
効

果
を

効
率

的
に

⾼
め

る
た

め
、災

害
の

危
険

性
の

⾼
い

地
域

へ
の

住
宅

⽀
援

の
引

下
げ

や
、⽴

地
適

正
化

計
画

の
未

策
定

地
域

へ
の

⽀
援

措
置

を
⾒

直
しつ

つ
、⼟

地
利

⽤
規

制
の

導
⼊

と組
み

合
わ

せ
た

治
⽔

対
策

や
津

波
・⾼

潮
対

策
を

推
進

。

防
災
・減
災
効
果
の
効
率
的
な
向
上

〇
災

害
の

危
険

性
の

⾼
い

地
域

へ
の

住
宅

⽀
援

の
引

下
げ

対
象
住
宅

⽀
援
額

⻑
期

優
良

住
宅

の
新

築
10

0万
円

/⼾

ZE
H

住
宅

の
新

築
80

万
円

/⼾


新

築
住

宅
に

対
す

る
⽀

援
︓

「⼦
育

て
エ

コホ
ー

ム
⽀

援
事

業
」

※
令

和
６

年
度

予
算

︓
40

0億
円

（
令

和
５

年
度

補
正

予
算

︓
2,

10
0億

円
）

市
街
化
調
整
区
域
か
つ
災
害
イ
エ
ロ
ー

ゾ
ー
ン

（
洪

⽔
浸

⽔
想

定
3ｍ

以
上

の
区

域
等

）
に

つ
い

て
は
⽀
援
額
を
半
額

とす
る

。

〇
⽴

地
適

正
化

計
画

の
未

策
定

の
地

域
へ

の
⽀

援
措

置
の

⾒
直

し

※
他

の
住

宅
⽀

援
事

業
に

つ
い

て
も

、同
様

に
災

害
の

危
険

性
の

⾼
い

地
域

に
つ

い
て

は
新

築
へ

の
⽀

援
額

を
半

額
とし

て
い

る
。

策
定

済
, 5

04
, 

37
%

未
策

定
, 8

70
, 

63
%

※
⾃

治
体

の
⽴

地
適

正
化

計
画

の
策

定
状

況

（
※

令
和

５
年

３
⽉

末
時

点
。⽴

地
適

正
化

計
画

の
策

定
可

能
⾃

治
体

数
を

⺟
数

とし
て

い
る

。）


⽴

地
適

正
化

計
画

を
策

定
し

て
お

らず
、

策
定

に
向

け
た

具
体

的
な

取
組

等
も

⾏
っ

て
い

な
い

⾃
治

体
に

つ
い

て
は

、原
則

とし
て

、社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
⾦
の
重

点
配
分
対
象
と
し
な
い

こ
とと

す
る

（
令

和
７

年
度

か
ら）

。

〇
⼟

地
利

⽤
規

制
の

導
⼊

と組
み

合
わ

せ
た

治
⽔

対
策

等

雄
物

川
新 波 橋

左
⼿
⼦
地
区

輪
中
堤
1,
07
0ｍ 向

野
地
区

輪
中
堤
1,
31
0ｍ

※
雄

物
川

の
例

︓
⼟

地
利

⽤
規

制
を

導
⼊

＋
浸

⽔
エ

リア
内

集
落

を
輪

中
堤

で
対

策


⼟
地
利
⽤
規
制
（
災
害
危
険
区
域

の
設
定
な
ど）

と組
み
合
わ
せ

る
こと

で
、

時
間

を
短

縮
し、

コス
トを

効
率

化
させ

る
治

⽔
対

策
に

対
し

、優
先
的
に
予

算
を
配
分

。
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津
波
ハ
ザ
ー
ド地

区
に
お
け
る
事
前
移
転
の
推
進
（
防
災
集
団
移
転
促
進
事
業
）

令
和
６
年
度
政
府
案
︓
６
億
円

○
津
波
被
害
が
想
定
され
る
地
域
に
お
い
て
は
、津

波
防
災
地
域
づ
くり
に
関
す
る
法
律
等
に
基
づ
き
、⽐

較
的
発
⽣
頻
度
の
⾼
い
津
波
（
L1
津
波
）
を

防
ぐた
め
の
防
潮
堤
を
整
備
す
る
こと
が
必
要
で
あ
る
が
、災

害
発
⽣
前
に
実
施
す
る
集
団
移
転
事
業
（
事
前
移
転
）
の
場
合
に
あ
って
は
、現

⾏
制

度
の
要
件
（
移
転
前
の
地
域
で
堤
防
等
の
イン
フラ
整
備
を
⾏
わ
な
い
こと
）
に
対
して
、地

域
住
⺠
全
員
の
合
意
が
得
られ
ず
、事

業
実
施
が
困
難
。

○
この
た
め
、南

海
トラ
フ地

震
⼜
は
⽇
本
海
溝
・千
島
海
溝
周
辺
海
溝
型
地
震
津
波
避
難
対
策
特
別
強
化
地
域
の
うち
、⼀

定
の
要
件
を
満
た
す
地

⽅
公
共
団
体
が
実
施
す
る
事
前
移
転
の
場
合
は
、L
1津

波
に
対
す
る
防
潮
堤
整
備
を
⾏
い
つ
つ
、５

⼾
以
上
の
⼩
規
模
か
つ
段
階
的
な
移
転
を
可

能
とし
、補

助
対
象
経
費
の
限
度
額
を
引
き
上
げ
る
こと
に
よ
り、
⼤
規
模
な
地
震
に
よ
る
津
波
被
害
を
軽
減
し、
事
前
防
災
ま
ち
づ
くり
の
推
進
を
図
る
。

⑴
津
波
災
害
特
別
警
戒
区
域
（
オ
レ
ン
ジ
ゾ
ー
ン
）
を
設
定
した
地
域

⑵
津
波
災
害
特
別
警
戒
区
域
（
レ
ッド
ゾ
ー
ン
）
を
設
定
した
地
域
で

あ
り、
とり
わ
け
甚
⼤
な
津
波
被
害
が
想
定
さ
れ
る
⼀
定
要
件
（
※
1）

を
満
た
した
市
町
村

補
助
対
象
経
費
は
住
宅
団
地
整
備
に
係
る
経
費
（
補
助
対
象
経
費
の
限
度

額
を
引
き
上
げ
）

※
1
地
震
発
⽣
後
、概

ね
10
分
以
内
に
⾼
さ3
ｍ
以
上
の
津
波
到
達
が
予
想
され
る
市
町
村
ま
た

は
最
⼤
津
波
⾼
さが
25
ｍ
以
上
と想

定
され
る
市
町
村
で
あ
って
、5
0⼾

以
上
の
住
居
が
⽴

地
す
る
地
域

（
1）

（
2）

補
助
対
象
経
費
（
①
〜
④
の
合
計
）

1,
76
0万

円
/⼾

4,
27
5万

円
/⼾

①
住
宅
団
地
の
⽤
地
取
得
及
び
造
成

○
○

②
住
宅
団
地
に
係
る
公
共
施
設
の
整
備

○
○

③
移
転
元
地
の
⼟
地
の
買
取
・建
物
の
補
償

－
○

④
移
転
者
の
住
居
の
移
転
に
対
す
る
補
助

○
○

⑤
事
業
計
画
等
の
策
定
に
必
要
な
経
費

○
○

補
助
対
象
経
費
は
住
宅
団
地
整
備
に
係
る
経
費
及
び
、移

転
元
地
の
⼟
地
の

買
取
・建
物
の
補
償
の
経
費
（
補
助
対
象
経
費
の
限
度
額
を
引
き
上
げ
）

⼩
規
模
か
つ
段
階
的
な
移
転
の
主
な
要
件

【
津
波
被
害
が
想
定
され
る
地
域
か
らの
⼩
規
模
か
つ
段
階
的
移
転
の
イメ
ー
ジ
】

※
2
従
来
の
合
算
限
度
額
は
1,
65
5万

円
/⼾

移
転
促
進
区
域

津
波
災
害
特
別
警
戒
区
域

段
階
的
移
転

凡
例 災

害
危
険
区
域
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○
市
街
化
、⾃

然
的
条
件
等
の
理
由
で
、⼤

規
模
ハ
ー
ド整

備
に
よ
る
浸
⽔
被
害
防
⽌
が
困
難
な
河
川
を
指
定
で
き
る
よ
う、
令
和
３

年
に
新
た
に
特
定
都
市
河
川
制
度
を
改
正
。こ
の
中
で
、洪

⽔
時
に
⽣
命
の
危
険
が
⽣
じる
お
そ
れ
が
あ
る
区
域
や
、浸

⽔
した
⽔
を

⼀
時
的
に
貯
留
す
る
区
域
を
指
定
して
⼟
地
利
⽤
規
制
を
か
け
る
こと
に
よ
り、
新
た
な
リス
クの
防
⽌
に
取
り組

む
べ
き
(現
時
点
で
は

指
定
され
た
区
域
は
な
い
)。
こう
した
取
組
に
よ
り、
総
合
的
な
流
域
治
⽔
対
策
を
加
速
。

特
定
都
市
河
川
制
度
を
活
⽤
した
治
⽔
対
策

貯
留
機
能
保
全
区
域
の
指
定

貯
留

機
能

保
全

区
域

（
で

き
る

規
定

）
浸

水
被

害
防

止
区

域
の

指
定

（
〃

）
➡

現
時

点
で

指
定

さ
れ

た
区

域
は

な
い

浸
水
被
害
防
止
区
域
の
指
定

•
田
ん
ぼ
な
ど
浸
水
し
た
水
を
一
時
的
に
貯
留
す

る
区
域
を
所
有
者
の
同
意
を
得
て
指
定

•
盛
土
な
ど
貯
留
機
能
を
阻
害
す
る
行
為
の
届

出
・
助
言
・
勧
告

•
洪
水
時
に
建
物
が
損
壊
・
浸
水
し
、
生

命
の
危
険
が
生
じ
る
お
そ
れ
が
あ
る
区

域
を
縦
覧
を
経
て
指
定

•
住

宅
、
高
齢
者
施
設
等
の
開
発
※
・
建

築
は
許
可
制

※
住

宅
の
開
発
規
制
に
つ
い
て
は
自
己
用
を
除
く

（
土
地
の
貯

留
機

能
を
将

来
に
わ

た
っ
て
保

全
す
る
区

域
）

（
洪
水
が
発

生
し
た
場

合
に
著

し
い
危

害
が

生
じ
る
お
そ
れ

が
あ
る
区

域
）

短
期

間
で

効
果

が
出

る
ハ

ー
ド

整
備

市
街

化
、

自
然

的
条

件
等

の
理

由
で

、
河

道
等

の
大

規
模

ハ
ー

ド
整

備
に

よ
る

浸
水

被
害

防
止

が
困

難
な

河
川

（
全

国
の

河
川

が
対

象
）

に
お

い
て

、
従

来
想

定
し

て
い

な
か

っ
た

規
模

で
の

水
災

害
が

頻
発

狭
隘

部
等

に
よ
り
流

下
困

難

接
続
す
る
河
川

の
水

位
が

高
い

場
合
、
支

川
か
ら
の

排
水

困
難


特
定
都
市
河
川
制
度
の
仕
組
み
（
令
和
３
年
法
改
正
）


取
組
の
イメ
ー
ジ

特
定

都
市

河
川

・
流

域
の

指
定

（
で

き
る

規
定

）
➡
19

水
系
25
6河

川
で

指
定

（
R5
.1
2）

特 定 都 市 河 川 ・ 流 域 の 指 定

流 域 水 害 対 策 協 議 会 の 設 置

流 域 水 害 対 策 計 画 の 策 定
避
難
体
制
の
確
保
・
安
全
な
地
域
へ
の
移
転
等

新
た

な
リ

ス
ク

の
防

止

既
存

リ
ス

ク
へ

の
対

応
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○
特
定
都
市
河
川
法
の
浸
⽔
被
害
防
⽌
区
域
や
貯
留
保
全
区
域
の
指
定
を
要
件
に
、連

続
堤
等
に
代
え
て
輪
中
堤
や
宅
地
の
嵩

上
げ
等
を
組
み
合
わ
せ
て
、時

間
を
短
縮
しつ
つ
、コ
ス
トを
縮
減
で
き
る
よ
う事

業
メニ
ュー
を
拡
充
。

⼟
地
利
⽤
規
制
等
を
組
み
合
わ
せ
た
治
⽔
対
策

※
宅

地
の

嵩
上

げ
や

移
転

を
組

み
合

わ
せ

て
、
早

期
の

合
意

形
成

田 畑
田 畑

田 畑
田 畑

田 畑
①

②

①
：
宅
地
の
か
さ
上
げ

②
：
家
屋
の
移
転

③
：
輪
中
堤
等

田 畑
田 畑

田 畑
田 畑

追
加

対
策

①

②

①
：
浸

水
区
域
に
お
け
る
堤
防
整
備

②
：
下
流
域
へ
の
流
量
増
に
伴
う
追
加
対
策

（
河
道
掘
削
等
）

従
来

の
河

川
整

備

嵩
上

げ
・
移

転
・
輪

中
堤

の
組

合
せ

対
策

前
（
現

状
）

安
価

と
な
る
組

合
せ

③

田 畑
田 畑

田 畑
田 畑

田 畑

田 畑

＜
制

度
の

適
用

が
想

定
さ
れ

る
地

域
の

イ
メ
ー
ジ
＞

浸
⽔
被
害
防
⽌
区
域
や
貯
留

保
全
区
域
の
指
定
を
要
件
とす
る
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海
岸
堤
防
等
の
津
波
・
高
潮
対
策
に
係
る
整
備
に
つ
い
て
、
高
潮
浸
水
想
定
区
域
や
津
波
災
害
警
戒
区
域
の

指
定
等
の
ソ
フ
ト
対
策
に
取
り
組
ん
で
い
る
地
域
を
対
象
に
支
援

背
景

○
海
岸
堤
防
等
の
津
波
・
高
潮
対
策
に
つ
い
て
は
、
５
か
年
加
速
化
対
策
を
含
め
災
害
リ
ス
ク
の
高
い
沿
岸
域
を
対
象
と
し
て
事
業
を
推
進

○
一
方
で
、
避
難
体
制
等
の
充
実
・
強
化
な
ど
、
ソ
フ
ト
面
の
対
策
で
あ
る
高
潮
浸
水
想
定
区
域
等
の
指
定
状
況
に
つ
い
て
は
、
津
波
・
高
潮
対
策
の

推
進
が
必
要
な
区
間
に
お
い
て
も
未
指
定
区
間
が
半
分
程
度
存
在
し
て
い
る
状
況

○
津
波
・
高
潮
対
策
に
つ
い
て
は
、
ハ
ー
ド
整
備
だ
け
で
な
く
、
適
切
な
避
難
の
た
め
の
迅
速
な
情
報
伝
達
、
地
域
と
協
力
し
た
防
災
体
制
の
整
備
な

ど
、
ハ
ー
ド
面
の
対
策
と
ソ
フ
ト
面
の
対
策
を
組
み
合
わ
せ
た
総
合
的
な
対
策
を
更
に
推
進
す
る
必
要

土
地
利
用
規
制
等
を
組
み
合
わ
せ
た
津
波
・
高
潮
対
策
の
推
進

指
定

状
況

は
、
津

波
は

R
5
年

8
月

末
現

在
、
高

潮
は

R
5
年

5
月

末
現

在
。

（
農
林
水
産
省
及
び
国
土
交
通
省
調
べ
）

＜
津
波
・
高
潮
対
策
の
推
進
が
必
要
な
区
間
に
お
け
る
区
域
指
定
の
状
況
＞

ソ
フ
ト
対

策
（
区

域
指

定
）
が

遅
れ

て
い
る
状

況
ハ

ー
ド
対

策
と
併

せ
て
ソ
フ
ト
対

策
の

推
進

も
図

る
必

要

・
社

会
資

本
整

備
重

点
計

画
の

重
点

施
策
に
お
け
る
目
標
で
は
、
令
和
７
年
度

末
ま
で
に
高

潮
浸

水
想

定
区

域
及

び
津

波
災

害
警

戒
区

域
指

定
の

進
捗

を
図
る
こ
と
と
し
て
お
り
、
海
岸
事
業
に

お
い
て
も
ハ
ー
ド
・
ソ
フ
ト
を
組
み
合
わ

せ
た
施
策
を
更
に
推
進
す
る
必
要

【
対

策
】
ソ
フ
ト
対

策
に
取

り
組

ん
で
い
る
地

域
の

ハ
ー
ド
事

業
を
支

援
⇒

ハ
ー
ド
・
ソ
フ
ト
両

面
の

対
策

が
推

進
さ
れ

る

令
和
６
年
度
及
び
令
和
７
年
度
の
補
助
・
交
付
金
事
業
（
津
波
・
高
潮
対
策
に

係
る
ハ
ー
ド
事
業
）
の
実
施
要
件
に
、
以
下
を
追
加

＜
事

業
の

対
象

＞

「
高
潮
浸
水
想
定
区
域
又
は
津
波
災
害
（
特
別
）
警
戒
区
域
が
指
定
さ
れ
て
い
る
海
岸

又
は

令
和
７
年
度
末
ま
で
に
高
潮
浸
水
想
定
区
域
又
は
津
波
災
害
（
特
別
）
警
戒
区
域
に

指
定

さ
れ

る
見

込
み

の
海

岸
」

＜
社

会
資

本
整

備
重

点
計

画
に
お
け
る
指

標
（
津

波
・

高
潮
対
策
の
ソ
フ
ト
関
連
）
＞

・
高

潮
浸

水
想

定
区

域
を
指

定
し
て
い
る
都
道
府
県
数

R
２
年

度
５

→
R
７
年

度
3
9

・
津

波
災

害
警

戒
区

域
を
指

定
し
て
い
る
都
道
府
県
数

R
２
年

度
1
8

→
R
７
年

度
3
7

約
2,
70
0㎞

津
波
災
害
警
戒
区
域
（
57
.0
％
）

⾼
潮
浸
⽔
想
定
区
域
（
46
.7
％
）

未
指
定
（
43
.0
％
）

未
指
定
（
53
.3
％
）

津
波
災
害
特
別
警
戒
区
域
（
0.
1％

）

津
波

（
津
波
防
災
地
域
づ
くり
法
）

⾼
潮

（
⽔
防
法
）

イエ
ロー
ゾ
ー
ン

→
建
築
や
開
発
⾏
為
等
の
規
制
は

な
く、
区
域
内
の
警
戒
避
難
体
制
の

整
備
等
を
求
め
て
い
る

津
波
災
害
警
戒
区
域

（
指
定
︓
都
道
府
県
知
事
）

⾼
潮
浸
⽔
想
定
区
域

（
指
定
︓
都
道
府
県
知
事
）

オ
レ
ン
ジ
・レ
ッド
ゾ
ー
ン

→
住
宅
等
の
建
築
や
開
発
⾏
為
等

の
規
制
あ
り

津
波
災
害
特
別
警
戒
区
域

（
指
定
︓
都
道
府
県
知
事
等
）

※
静
岡
県
（
1市

）
の
み

対
策

延
長

津
波

高
潮

― 20 ―

―  ―0123456789



○
令
和
６
年
度
か
ら水

道
事
業
が
国
交
省
へ
移
管
され
る
こと
を
契
機
に
、上

下
水
道
一
体
で
の
効
率
的
な
事
業
実
施
に
向
け
、以

下
の
事
業
を
支
援
す
る
新
た
な
補
助
事
業
を
創
設
（
上
下
水
道
一
体
効
率
化
・基
盤
強
化
推
進
事
業
）
。

上
下
水
道
一
体
で
の
効
率
的
な
事
業
の
推
進

①
上
下
水
道
一
体
で
の
効
率
的
な
事

業
実
施
に
向
け
た
計
画
策
定
支
援

例
：
耐
震
化
事
業
の
計
画
策
定

②
上
下
水
道
一
体
で
の
ウ
ォ
ー
タ
ー

PP
P（
官
民
連
携
）
の
取
組
推
進

③
新
技
術
の
活
用
に
よ
る
上
下
水
道

一
体
の
業
務
効
率
化
の
推
進

例
：
ポ
ン
プ
設
備
へ
の

Io
Tセ
ン
サ
設
置
に
よ
る
一
括

した
維
持
管
理
の
実
施

地
方
公
共
団
体

民
間
企
業

維
持
管
理
・更
新
を

上
下
水
道
一
体
で
マ
ネ
ジ
メン
ト

上
下
水
道
そ
れ
ぞ
れ
の
設
備
の
故
障
・劣
化
を
自
動
感
知

※
上
記
の
新
た
な
補
助
事
業
の
創
設
の
ほ
か
、水

道
事
業
が
国
交
省
へ
移
管
され
る
こと
を
契
機
に
、以

下
の
よ
うな
取
組
を
実
施
。

・
下
水
道
事
業
に
お
け
る
知
見
を
、水

道
事
業
に
活
用
す
る
こと
に
よ
る
効
率
化
（
管
更
新
の
工
法
の
高
度
化
な
ど）

・
地
方
整
備
局
に
お
け
る
上
下
水
道
の
連
携
に
よ
る
効
果
的
・効
率
的
な
災
害
対
応

※
ウ
ォー
ター

PP
P：

コン
セ
ッシ
ョン
方
式
及
び
そ
れ

に
準
ず
る
効
果
が
期
待
で
き
る
官
民
連
携
方
式

令
和
６
年
度
政
府
案
：
３
０
億
円

上
下
水
道
の
デ
ー
タを
一
括
管
理

上
下
水
道
を
別
々
の
計
画
で
施
工
（
２
度
手
間
）

上
下
水
道
一
体
で
の
計
画
策
定
・

一
括
施
工
に
よ
り効

率
化
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国
際

コ
ン
テ
ナ
戦

略
港

湾
の

機
能

向
上

○
国
際
コ
ン
テ
ナ
戦
略
港
湾
に
寄
港
す
る
国
際
基
幹
航
路
の
維
持
・
拡
大
を
図
り
、
我
が
国
立
地
企
業
の
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン

の
安
定
化
を
す
す
め
る
こ
と
等
に
よ
り
、
我
が
国
産
業
の
国
際
競
争
力
を
強
化
す
る
た
め
、

①
船
舶
の
大
型
化
に
対
応
し
た
コ
ン
テ
ナ
タ
ー
ミ
ナ
ル
の
整
備
等
を
集
中
的
に
実
施
。

②
複
数
コ
ン
テ
ナ
タ
ー
ミ
ナ
ル
の
一
体
利
用
に
向
け
た
実
施
計
画
を
策
定
し
、
タ
ー
ミ
ナ
ル
の
機
能
強
化
を
推
進
。

③
港
湾
業
務
の
自
動
化
・
省
力
化
や
物
流
手
続
の
電
子
化
を
通
じ
た
生
産
性
向
上
を
促
進
。

大
水
深
コ
ン
テ
ナ
タ
ー
ミ
ナ
ル
等
の
整
備
の
推
進

令
和

６
年

度
政

府
案

：
６
３
９
億

円

大
阪

港

[北
港

南
地

区
]

国
際

海
上

コ
ン

テ
ナ

タ
ー

ミ
ナ

ル

整
備

事
業

（
C
1
0
～

1
2
）

(水
深

1
5
～

1
6
m

) 

臨
港

道
路

等

神
戸

港

大
阪

湾
岸

道
路

西
伸

部

（
六

甲
ア

イ
ラ

ン
ド

北
～

駒
栄

）

[ポ
ー

ト
ア

イ
ラ

ン
ド

(第
Ⅱ

期
)地

区
]

国
際

海
上

コ
ン

テ
ナ

タ
ー

ミ
ナ

ル

整
備

事
業

（
P
C
1
3
～

1
8
）

(水
深

1
5
～

1
6
m

) 
等

[六
甲

ア
イ

ラ
ン

ド
地

区
]

国
際

海
上

コ
ン

テ
ナ

タ
ー

ミ
ナ

ル

整
備

事
業

（
R
C
6
,R

C
7
）

(水
深

1
6
m

) 
等

[南
本

牧
ふ

頭
地

区
]

国
際

海
上

コ
ン

テ
ナ

タ
ー

ミ
ナ

ル

整
備

事
業

（
M

C
3
,M

C
4
）

(水
深

1
8
m

) 
等

[新
本

牧
ふ

頭
地

区
]

国
際

海
上

コ
ン

テ
ナ

タ
ー

ミ
ナ

ル

再
編

整
備

事
業

（
S
H
1
,S

H
2
）

(水
深

1
8
m

)、

臨
港

道
路

等[本
牧

ふ
頭

地
区

]

国
際

海
上

コ
ン

テ
ナ

タ
ー

ミ
ナ

ル

再
編

整
備

事
業

（
D
5
,B

C
間

）
(水

深
1
6
m

)、

（
C
D
）

(水
深

7
.5

m
)、

臨
港

道
路

等

[南
本

牧
～

山
下

ふ
頭

地
区

]

臨
港

道
路

整
備

事
業

臨
港

道
路

【
M
C
1
～
M
C
4
の
一
体
運
営
に
よ
る
利
便
性
・
生
産
性
の
向
上
】

・
バ
ー
ス
や
荷
役
機
械
の
相
互
融
通

・
タ
ー
ミ
ナ
ル
オ
ペ
レ
ー
シ
ョ
ン
シ
ス
テ
ム
の
共
通
化

横
浜

港

（
出

典
）
国

土
交

通
省
資

料
を
基

に
作

成

港
湾
業
務
の
自
動
化
・省

力
化

Ｐ
Ｓ
カ
ー
ド
に
よ
る
ゲ
ー
ト
処
理
の

効
率
化
・
非
接
触
化

コ
ン
テ
ナ
輸
送
の
効
率
化

A
I等

の
活
用
に
よ
る

タ
ー
ミ
ナ
ル
オ
ペ
レ
ー
シ
ョ
ン
の
高
度
化

遠
隔
操
作

R
T
G
の
導
入

遠
隔
操
作
ガ
ン
ト
リ
ー

ク
レ
ー
ン
の
開
発

コ
ン
テ
ナ
タ
ー
ミ
ナ
ル
の
一
体
利
用
の
推
進

・
タ
ー
ミ
ナ
ル

間
で
貨

物
の

輸
送

（積
み

替
え
）
を
行

う
際

は
、
基

本
的

に
タ
ー

ミ
ナ
ル

ゲ
ー
ト
で
の

貨
物

の
搬

出
入

及
び
タ
ー
ミ
ナ
ル

外
の

通
行
が

必
要
。

・
貨

物
の

輸
送

（
積

み
替

え
）
が

タ
ー
ミ
ナ

ル
内

で
完

結
す
る
と
と
も
に
、
船

舶
の

着
岸

場
所

の
柔

軟
な
調

整
が

可
能
。

・
再

混
載

等
の

多
様

な
物
流

に
対
応

。

【
現
状
】

【
将
来
】

国
際

基
幹

航
路

と
外

航
・
内

航
フ
ィ
ー
ダ
ー
と
の

接
続

実
証
、
国
際

ト
ラ
ン
シ
ッ
プ
貨

物
の

再
混

載
に
係

る
検

討
等

を
踏

ま
え
、
一

体
利

用
の
実

現
に
向

け
た
計
画

を
策

定

コ
ン
テ
ナ
タ
ー
ミ
ナ
ル
の
一
体
利
用
の
イ
メ
ー
ジ
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国
際

拠
点

空
港

整
備

主
な
事
業

令
和
６
年
度
政
府
案
：
８
６
４
億
円

羽
田

空
港

＜
事

業
の

概
要

＞

○
ア
ク
セ
ス
利
便
性
向
上
を
図
る
た
め
、
京
急
空
港
線
引
上
線
や

J
R
東

日
本

羽
田

空
港

ア
ク
セ
ス
線

等
の

整
備

を
引

き
続

き
実

施
。

○
空
港
制
限
区
域
内
に
お
け
る
地
上
支
援
車
両
レ
ベ
ル
４
相
当

自
動
運
転
の
実
装
の
た
め
の
整
備
に
新
規
着
手
。

○
人

工
地

盤
の

整
備

、
旧

整
備

場
地

区
の

再
編

整
備

等
を
実

施
。

６
年
度
予
算
額

６
６
２
億
円

○
中
部
空
港
に
お
い
て
は
、
２
４
時
間
運
用
の
た
め
、
開
港
か
ら

一
度
も
滑
走
路
の
大
規
模
補
修
を
行
っ
て
い
な
い
こ
と
か
ら
劣

化
が
進
行
し
て
お
り
、
早
期
に
対
応
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
こ
と

か
ら
、
航
空
機
の
運
航
を
継
続
し
な
が
ら
現
滑
走
路
の
大
規

模
補

修
を
速

や
か

に
実

施
す
る
た
め
、
現

空
港

用
地

内
の

誘
導

路
を
転

用
し
、
代

替
滑

走
路

の
整

備
等

を
実

施
。

中
部

空
港

＜
事

業
の

概
要

＞

６
年
度
予
算
額

７
億
円
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○
航

空
旅

客
需

要
は

回
復

し
つ
つ
あ
る
中

、
航

空
会

社
の

安
定

的
な
事

業
運

営
の

下
、
イ
ン
バ

ウ
ン
ド
増

大
に
向

け
た

航
空

会
社

の
継

続
的

な
機

材
投

資
等

を
後

押
し
す
る
た
め
、
国

内
線

の
空

港
使

用
料

（
着

陸
料

及
び
航

行
援

助
施

設
利

用
料

）
を
軽

減
。

令
和

６
年

度
の

国
内

線
に
係

る
着

陸
料

、
航

行
援

助
施

設
利

用
料

に
つ
い
て
、
合

計
で
約

1
0
0
億

円
の

軽
減

空
港

使
用

料

（
参

考
）

航
空

機
燃

料
税

令
和
５
～
６
年
度

令
和
７

~８
年
度

令
和
９
年
度

平
成

23
年
度
～

令
和
３
年
度

令
和
４
年
度

令
和
２
年
度

～
平
成

22
年
度

本
則
特
例

特
定
離
島

路
線
特
例

沖
縄
路
線

特
例

(
本
則

)

2
6
,0

0
0
円

/
k
l

(
コ
ロ
ナ
前
水
準

)
1
8
,0

0
0
円

9
,0

0
0
円

9
,0

0
0
円

1
3
,0

0
0
円

1
5
,0

0
0
円

1
8
,0

0
0
円

9
,0

0
0
円

1
3
,5

0
0
円

6
,7

5
0
円

4
,5

0
0
円

6
,5

0
0
円

9
,7

5
0
円

1
1
,2

5
0
円

7
,5

0
0
円

1
3
,5

0
0
円

1
3
,0

0
0
円

9
,7

5
0
円

6
,5

0
0
円

1
9
,5

0
0
円

/
kl

1
3
,0

0
0
円

/
kl

令
和
６
年
度
に
つ
い
て
は

税
率
を
コ
ロ
ナ
前
の

1
8
,0

0
0
円

/
kl

 か
ら

1
3
,0

0
0
円

/
kl
等

へ
軽
減

空
港

使
用

料
の

軽
減
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1

整
備
新
幹
線
の
整
備
の
推
進

○
令
和
６
年
度
の
「整
備
新
幹
線
整
備
事
業
費
補
助
」は
、北

海
道
新
幹
線
（
新
函
館
北
⽃
・札
幌
間
）
の
整
備
等
を
着
実
に
推
進
す
る
た
め
の
所

要
額
とし
て
、令

和
５
年
度
と同

額
の
８
０
４
億
円
を
計
上
。

○
ま
た
、北

陸
新
幹
線
（
敦
賀
・新
⼤
阪
間
）
に
つ
い
て
、従

来
、⼯

事
実
施
計
画
の
認
可
後
に
⾏
って
い
た
調
査
も
含
め
、施

⼯
上
の
課
題
を
解
決
す

る
た
め
の
調
査
を
先
⾏
的
・集
中
的
に
実
施
す
る
た
め
、「
北
陸
新
幹
線
事
業
推
進
調
査
」を
1４

億
円
計
上
。（

対
前
年
度
＋
２
億
円
）

令
和

６
年

度
政

府
案

整
備

新
幹
線

整
備

事
業
費

補
助

：
８
０

４
億

円
北

陸
新

幹
線

事
業

推
進
調

査
：

１
４
億

円

◆
整
備
新
幹
線
の
着
実
な
整
備

◆
北
陸
新
幹
線
事
業
推
進
調
査

○
そ
の
主

た
る
区
間
を
列
車
が
時
速
２
０
０
km

以
上

の
高

速
で
走

行
で
き
る
幹

線
鉄
道

。
○

（
独

）
鉄

道
建

設
・
運

輸
施

設
整

備
支

援
機

構
が

建
設

・
保

有
し
、
営

業
主

体
（
JR
）
に

対
し
施
設
を
貸
付
け
（
上
下
分
離
方
式
）
。

北
海
道
新
幹
線

⻘
森

‐札
幌
間

東
北
新
幹
線

盛
岡

‐⻘
森
間

北
陸
新
幹
線

東
京

‐⼤
阪
間

九
州
新
幹
線
（
⿅
児
島
ル
ー
ト）

福
岡

‐⿅
児
島
間

九
州
新
幹
線
（
⻄
九
州
ル
ー
ト）

福
岡

‐⻑
崎
間

整
備

新
幹

線
と
は

、
「
全

国
新

幹
線

鉄
道

整
備

法
」
に
基

づ
く
昭

和
４
８
年
の

「
整

備
計

画
」
に
よ
り
整

備
が

行
わ

れ
て
い
る
以

下
の

５
路

線
の
こ
と
を
い
う
。

既
設
新
幹
線
開
業
区
間

整
備
新
幹
線
開
業
区
間

建
設
中
区
間

未
着
工
区
間

凡
例

＜
環
境
影
響
評
価
⼿
続
き
の
流
れ
＞
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都
市
鉄
道
ネ
ット
ワ
ー
ク
の
充
実

令
和

６
年

度
政

府
案

１
５
３
億

円

○
大
都
市
圏
の
中
心
部
に
お
け
る
移
動
の
円
滑
化
や
通
勤
・通
学
混
雑
の
緩
和
等
を
図
る
た
め
、地

下
高
速
鉄
道
ネ
ット
ワ
ー
ク

の
充
実
な
どを
推
進
。

◯
な
に
わ
筋
線
の
整
備

■
事

業
目

的
大

都
市

圏
の

中
心

部
に

お
け

る
移

動
の

円
滑

化
、

通
勤

・
通

学
混

雑
の

緩
和

等
を

図
る

た
め

、
地

下
高

速
鉄

道
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
の

充
実

を
推

進
す

る
。

■
建

設
主

体
関

西
高

速
鉄

道
㈱

■
運

行
主

体
西

日
本

旅
客

鉄
道

㈱
、

南
海

電
気

鉄
道

㈱
■

整
備

区
間

大
阪

～
西

本
町

～
J
R難

波
大

阪
～

西
本

町
～

南
海

新
今

宮
(
計

7
.2

km
）

■
総

事
業

費
約

3
,3

00
億

円
※

都
市

鉄
道

整
備

事
業

費
補

助
を

活
用

■
事

業
期

間
令

和
元

年
度

～
令

和
13
年

度
■

開
業

予
定

令
和

1
3年

春

■
事

業
目

的

①
国

際
競

争
力

強
化

の
拠

点
で

あ
る

臨
海

副
都

心
と

都
区

部

東
部

等
と

の
ア

ク
セ

ス
利

便
性

の
向

上

②
東

京
メ

ト
ロ

東
西

線
の

混
雑

緩
和

（
交

通
政

策
審

議
会

第
19

8号
答

申
「

東
京

圏
に

お
け

る
今

後
の

都
市

鉄
道

の
あ

り
方

に
つ

い
て

」
よ

り
）

■
事

業
主

体
東

京
地

下
鉄

㈱

■
整

備
区

間
豊

洲
～

住
吉

（
4.
8
k
m）

■
総

事
業

費
約

2
,6

90
億

円

※
都

市
鉄

道
整

備
事

業
費

補
助

を
活

用

■
事

業
期

間
令

和
4年

度
～

2
03
0
年

代
半

ば

■
開

業
予

定
2
03

0年
代

半
ば

■
事

業
目

的

六
本

木
等

の
都

心
部

と
リ

ニ
ア

中
央

新
幹

線
の

始
発

駅
と

な
る

品
川

駅
や

国
際

競
争

力
強

化
の

拠
点

で
あ

る
同

駅
周

辺

地
区

と
の

ア
ク

セ
ス

利
便

性
向

上

（
交

通
政

策
審

議
会

第
1
98
号

答
申

「
東

京
圏

に
お

け
る

今

後
の

都
市

鉄
道

の
あ

り
方

に
つ

い
て

」
よ

り
）

■
事

業
主

体
東

京
地

下
鉄

㈱

■
整

備
区

間
品

川
～

白
金

高
輪

（
2.

5k
m）

■
総

事
業

費
約

1
,3

10
億

円

※
都

市
鉄

道
整

備
事

業
費

補
助

を
活

用

■
事

業
期

間
令

和
4年

度
～

2
03
0
年

代
半

ば

■
開

業
予

定
2
03

0年
代

半
ば

◯
東
京
メ
ト
ロ
有
楽
町
線
（
豊
洲
～
住
吉
）

の
延
伸
整
備

◯
東
京
メ
ト
ロ
南
北
線
（
品
川
～
白
金
高
輪
）

の
延
伸
整
備

＜
取
組
事
例
＞
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国
際
観
光
旅
客
税
を
活
⽤
した
観
光
施
策
の
推
進

○
訪
⽇
旅
⾏
消
費
額
年
間
５
兆
円
の
⽬
標
の
早
期
達
成
に
向
け
、国

際
観
光
旅
客
税
を
活
⽤
し、
円
滑
な
出
⼊
国
・通
関
等
の
環
境

整
備
や
、多

⾔
語
対
応
、地

域
の
⾃
然
環
境
・⽂
化
財
を
活
か
した
付
加
価
値
の
⾼
い
コン
テ
ン
ツの
創
出
な
どを
推
進
。

令
和
６
年
度
政
府
案

国
際
観
光
旅
客
税

４
４
０
億
円

１
．
円
滑
な
出
⼊
国
・通
関
等
の
環
境
整
備


共
同
キ
オ
ス
ク端

末
の
導
⼊


⼊
管
・税
関
⼿
続
き
を
同
時
に
⾏
うこ
とが
で
き
る
共
同
端

末
を
⼊
国
動
線
上
に
設
置
し、
⼿
続
き
に
要
す
る
時
間
を

短
縮
化


空
港
に
お
け
る
FA
ST

TR
AV
EL
の
推
進


保
安
検
査
場
に
お
け
る
ス
マ
ー
トレ
ー
ン
の
増
強


国
⽴
公
園
に
お
け
る
滞
在
体
験
の
魅
⼒
向
上


ホ
テ
ル
誘
致
に
向
け
た
廃
屋
撤
去
等
の
景
観
改
善
（
⼗
和
⽥
⼋
幡
平
国
⽴
公
園
な
ど）


体
験
ア
クテ
ィビ
テ
ィ等
の
滞
在
型
コン
テ
ン
ツの
造
成


地
域
の
魅
⼒
的
な
⽂
化
財
の
活
⽤
推
進
・⾼
付
加
価
値
化


特
別
な
歴
史
体
験
、夜

間
活
⽤
、ユ
ニ
ー
クベ
ニ
ュー
利
⽤
等


⾼
付
加
価
値
化
され
た
集
客
施
設
・宿
泊
施
設
へ
の
リノ
ベ
ー
シ
ョン


世
界
遺
産
、国

⽴
公
園
、⽂

化
財
等
の
多
⾔
語
解
説
の

整
備
を
関
係
省
庁
連
携
で
更
に
推
進

共
同
キ
オ
ス
ク端

末
イメ
ー
ジ

9⾔
語
対
応
の
W
eb
サ
イト
とQ
Rコ
ー
ド

多
⾔
語
案
内
板

•
官
⺠
連
携
の
ユ
ニ
ー
ク
ベ
ニ
ュ
ー

活
⽤
に
よ
り新

た
な
客
層
を
開
拓

•
収
益
を
⽂
化
財
修
理
に
充
当

＜
⼆
条
城
（
世
界
遺
産
・国
宝
）
＞

【取
組
の
イメ
ー
ジ
】

３
．
地
域
の
⾃
然
環
境
・⽂
化
財
を
活
か
した
付
加
価
値
の
⾼
い
観
光
コン
テ
ン
ツ
の
創
出

２
．
多
⾔
語
対
応
の
環
境
整
備

＜
⾃
然
体
験
ア
ク
テ
ィビ
テ
ィ＞
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公
共
⼯
事
等
に
お
け
る
賃
⾦
上
昇
等


建

設
業

に
お

け
る

適
切

な
労

務
費

や
賃

⾦
⾏

き
渡

りの
確

保


公

共
⼯

事
設

計
労

務
単

価
の

推
移

（
全

国
全

職
種

平
均

値
）

19
,1

21
 1

9,
11

6 
18

,5
84

 16
,2

63
 15

,8
71

 15
,3

94
 14

,7
54

 14
,1

66
 13

,8
70

 1
3,

72
3 

13
,5

77
 1

3,
35

1 
13

,3
44

 1
3,

15
4 

13
,0

47
 1

3,
07

2 

15
,1

75
 16

,1
90

 16
,6

78
 17

,7
04

 18
,0

78
 18

,6
32

 19
,3

92
 20

,2
14

 2
0,

40
9 

21
,0

84
 22

,2
27

 

10
,0

00

12
,0

00

14
,0

00

16
,0

00

18
,0

00

20
,0

00

22
,0

00

24
,0

00

H
9

H
10

H
11

H
12

H
13

H
14

H
15

H
16

H
17

H
18

H
19

H
20

H
21

H
22

H
23

H
24

H
25

H
26

H
27

H
28

H
29

H
30

R元
R２

R３
R４

R５

11
年

連
続

の
引

上
げ

5年
度

︓
＋

5.
2％

（
円

/⽇
）

下
請

業
者

に対
して

適
切

な
労

務
費

が
⽀

払
わ

れ
るよ

う、
「標

準
的

な
労

務
費

」を
著

しく
下

回
る場

合
に⾏

政
か

ら指
導

・勧
告

等
を可

能
とす

る法
改

正
を予

定
。

発 注 者
元 請

下 請
標
準
的
な
労
務
費

（
参
考
指
標
）

不
当
に
低
い
請
負
代
⾦
の
疑
い
が
あ
れ
ば

⾏
政
に
よ
る
指
導
・
勧
告
等
の
対
象

発
注
者
か
ら
元
請
、
元
請
か
ら
下
請
へ
の

適
切
な
労
務
費
の
⽀
払
い
を
実
現
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建
設
業
の
働
き
方
改
革
の
推
進

令
和
６
年
度
政
府
案
：
２
億
円

令
和
５
年
度
補
正
予
算
：
２
億
円

○
建

設
業

は
将

来
の

担
い
手

確
保

が
喫

緊
の

課
題

で
あ
る
た
め
、
建

設
業

の
「
20

24
年

問
題

」
へ

の
対

応
や

、
魅

力
的

な
産

業
の

実
現

に
向

け
、

働
き
方

改
革

の
推

進
に
係

る
実
態

調
査
、
処

遇
改
善

の
促
進

、
女

性
や
若

者
の
入

職
・定

着
の

促
進
、
生

産
性
向

上
等
に
係
る
経

費
を
計
上

。

女
性

や
若
者
の
入
職
、
定
着
の
促
進
・
魅
力
あ
る
職
場
づ
く
り
等

建
設

業
従
事
者
の
働
き
方
改
革
・
処
遇
改
善

年
齢

階
層

別
の

建
設
技

能
労

働
者
数

（施
策
内
容
）

・
女
性
行
動
計
画
の
改
定
・中

学
生
へ
の
建
設
業
の
魅
力
発
信

・
地
域
建
設
業
の
災
害
対
応
力
・生

産
性
向
上
の
取
組
事
例
集
の
作
成
・横

展
開
を
実
施

（課
題
）

・
中
小
建
設
業
者
に
お
い
て
、
女
性
も
含
め
た
労
働
者
に
と
っ
て
働
き
や
す
い
職
場
環
境
の
整
備
。

・
若
者
へ
建
設
業
の
魅
力
を
伝
え
る
機
会
の
不
足
。

・
生
産
性
向
上
の
取
組
強
化
の
必
要
性
。

19
00

20
00

21
00

H
16

H
18

H
20

H
22

H
24

H
26

H
28

H
30

R
2

R
4

産
業
別
年
間
実
労
働
時
間

（
時

間
）

5
0
時

間

調
査
産
業
計

建
設
業

製
造
業

6
8
時

間

（
年

度
）

（
出
所
）
厚
生
労
働
省
「
毎
月
勤
労
統
計
調
査
」
パ
ー
ト
タ
イ
ム
を
除
く
一
般
労
働
者

（
出
所
）
総
務
省
「
労
働
力
調
査
」
（
令
和
４
年
平
均
）
を
も
と
に
国
土
交
通
省
で
作
成

1.
9 

13
.2

 20
.2

 
18

.9
 24

.6
 30

.3
 

42
.9

 
41

.6
 

30
.9

 
26

.5
 

51
.1

 

0.
0

10
.0

20
.0

30
.0

40
.0

50
.0

60
.0

15
～

19
歳

20
～

24
歳

25
～

29
歳

30
～

34
歳

35
～

39
歳

40
～

44
歳

45
～

49
歳

50
～

54
歳

55
～

59
歳

60
～

64
歳

65
歳
以
上

（
年
齢
階
層
）

（
万
人
）

7
7
.6
万
人

2
5
.7
％

3
5
.3
万
人

1
1
.7
％

（施
策
内
容
）

・
工
期
設
定
に
関
す
る
実
態
調
査
や
週
休

2日
を
反
映
し
た
適
正
な
工
期
設
定
に
向
け
た
周
知
・啓

発
・

地
方
自
治
体
に
対
し
、
休
日
の
考
慮
や
適
正
な
利
潤
の
確
保
等
に
つ
い
て
働
き
か
け

・
効
率
的
な
技
術
者
配
置
等
の
た
め
の
調
査
検
討

・
一
人
親
方
に
お
け
る
社
会
保
険
加
入
状
況
の
実
態
調
査

・
安
全
衛
生
経
費
の
適
切
な
支
払
い
の
た
め
の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ

（課
題
）

・
建
設
業
は
他
産
業
と
比
較
し
て
労
働
時
間
が
長
く
、
休
暇
も
十
分
に
取
得
で
き
て
い
な
い
。

・
技
能
労
働
者
の
賃
金
水
準
は
低
い
傾
向
。

・
社
会
保
険
加
入
逃
れ
を
目
的
と
し
た
一
人
親
方
化
（請

負
契
約
化
）が

顕
在
化
。

・
安
全
衛
生
経
費
の
費
用
負
担
に
つ
い
て
、
元
請
・下

請
間
で
費
用
負
担
の
認
識
の
ず
れ
か
ら

経
費
の
確
保
が
不
十
分
。

○
他
産
業
と
比
べ
、
給
与
や
休
暇
取
得
、
労
働
時
間
等
待
遇
で
劣
後

○
建
設
業
は
若
手
入
職
者
が
不
足
し
て
い
る
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物
流
の
⾰
新
の
実
現
に
向
け
た
取
組

令
和

６
年

度
政

府
案

一
般

会
計

2億
円

財
政
融
資

11
2億

円
、
産

業
投

資
10

億
円

令
和

５
年

度
補

正
予

算
一

般
会

計
15

9億
円

財
政
融
資

20
0億

円

78
80

82
84

85

14
2

20
5

R
5.

3末
R

5.
4末

R
5.

5末
R

5.
6末

R
5.

7.
20

ま
で

R
5.

8末
R

5.
9末

○
「物
流
⾰
新
に
向
け
た
政
策
パ
ッケ
ー
ジ
」（
令
和
5年

6⽉
2⽇

関
係
閣
僚
会
議
決
定
）
等
に
基
づ
き
、商

慣
⾏
の
⾒
直
し
や

物
流
の
効
率
化
等
に
つ
い
て
、抜

本
的
・総
合
的
な
対
策
を
推
進
。

トラ
ック
Gメ
ン
に
よ
る
「働
き
か
け
」の
件
数
（
累
計
）

（
単
位
︓
件
）

○
モ
ー
ダ
ル
シ
フト
の
推
進

・⼤
型
コン
テ
ナ
の
利
⽤
拡
⼤
等

○
物
流
拠
点
の
機
能
強
化

・⾮
常
⽤
電
源
設
備
の
導
⼊

○
物
流
G
Xの
推
進

・物
流
施
設
の
脱
炭
素
化

等

○
物
流
D
Xの
推
進

・物
流
施
設
の
⾃
動
化
・機
械
化

○
物
流
標
準
化
の
促
進

・標
準
仕
様
パ
レ
ット
利
⽤
促
進

等○
ト
ラ
ック
運
転
⼿
の
労
働
負
担
の
軽
減
、担
い
⼿
の
多
様
化
の
推
進

・荷
役
作
業
の
負
担
軽
減
等
に
資
す
る
機
器
・シ
ス
テ
ム
の
導
⼊
等

無
⼈
フォ
ー
クリ
フト

⾃
動
倉
庫

⾮
常
⽤
電
源

パ
レ
ット

○
ト
ラ
ック
Ｇ
メ
ン
に
よ
る
荷
主
・元
請
事
業
者
の
監
視
体
制
の
強
化

・荷
主
に
よ
る
違
反
原
因
⾏
為
の
調
査
を
踏
ま
え
た
「要
請
」等
の
集
中
実
施

等
○
宅
配
の
再
配
達
率
を
半
減
す
る
緊
急
的
な
取
組

・置
き
配
等
柔
軟
な
受
取
⽅
法
や
ゆ
とり
を
持
った
配
送
⽇
時
の
指
定
等
を
促
す
仕
組
み

の
社
会
実
装
に
向
け
た
実
証
事
業
を
実
施

【ゆ
とり
あ
る
配
送

⽇
時
の
指
定
等
】

【消
費
者
が
受
取
⽅

法
等
を
選
択
】

【コ
ン
ビニ
受
取
等

柔
軟
な
受
取
⽅
法
】

【ポ
イ
ン
ト還

元
】

【消
費
者
の
⾏
動
変
容
を
促
す
仕
組
み
】

１
．
物
流
の
効
率
化

２
．
荷
主
・消
費
者
の
⾏
動
変
容

３
．
商
慣
⾏
の
⾒
直
し

テ
ー
ル
ゲ
ー
トリ
フタ
ー

31
ft

40
ft
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トラ
ック
事
業
者
が
⾃
社
の
適
正
な
運
賃
を
算
出
し
、荷

主
との
運
賃
交
渉
に
臨
む
に
あ
た
って
の
参
考
指
標
とし
て
、「
標
準
的
運
賃
」

制
度
を
創
設
。（

令
和
2年

4⽉
告
⽰
）


実
運
送
事
業
者
に
正
当
な
対
価
が
⽀
払
わ
れ
る
よ
う、
令
和
5年

中
に
所
要
の
⾒
直
しを
図
る
た
め
、「
標
準
的
な
運
賃
・標
準
運
送
約

款
の
⾒
直
しに
向
け
た
検
討
会
」を
設
置
し、
論
点
整
理
と⽅

向
性
に
つ
い
て
議
論
を
実
施
。


検
討
会
で
の
議
論
を
踏
ま
え
、➀

荷
主
等
へ
の
適
正
な
転
嫁
、②

多
重
下
請
構
造
の
是
正
等
、③

多
様
な
運
賃
・料
⾦
設
定
等
の
提

⾔
を
とり
ま
とめ
。（

令
和
5年

12
⽉
15
⽇
）

⇒
令
和
6年
1⽉
以
降
、運

輸
審
議
会
へ
の
諮
問
等
を経

て
、 
「標
準
的
運
賃
」 
及
び

 「
標
準
運
送
約
款
」 
を改

正
。

【⾒
直
しの
⽅
向
性
】

物
流
に
お
け
る
運
賃
適
正
化
の
取
組

１
．
「標
準
的
な
運
賃
」等
の
⾒
直
し

２
．
トラ
ック
G
メ
ン
の
設
置
に
よ
る
荷
主
・元
請
事
業
者
へ
の
監
視
体
制
の
強
化


物
流
に
お
い
て
は
、担

い
⼿
不
⾜
が
喫
緊
の
課
題
とな
る
中
で
、物

流
の
停
滞
が
懸
念
され
る
「2
02
4年

問
題
」を
前
に
、適

正
な
取
引

を
阻
害
す
る
疑
い
の
あ
る
荷
主
等
へ
の
監
視
体
制
を
強
化
す
る
必
要
。


そ
の
た
め
、新
た
に
「ト
ラ
ック
G
メ
ン
」を
設
置
す
る
こと
に
よ
り、
「標
準
的
な
運
賃
」の
浸
透
等
も
含
め
、荷

主
対
策
の
実
⾏
性
を
確
保
。

⇒
令
和
5年

7⽉
21
⽇
、1
62
名
体
制
で
本
省
及
び
地
⽅
運
輸
局
等
に
設
置


「標
準
的
運
賃
」に
つ
い
て
、以

下
の
⾒
直
しを
⾏
う。

•
燃
料
⾼
騰
分
な
ども
含
め
て
適
正
に
転
嫁
で
き
る
よ
う、
運
賃
⽔
準
の
引
上
げ
幅
を
提
⽰
（
平
均
約
8%

の
運
賃
引
上
げ
）

•
荷
待
ち
・荷
役
な
どの
輸
送
以
外
の
サ
ー
ビス
の
対
価
に
つ
い
て
、標
準
的
な
⽔
準
を
設
定

•
下
請
け
に
発
注
す
る
際
の
⼿
数
料
の
設
定

等

併
せ
て
、「
標
準
運
送
約
款
」に
つ
い
て
、契
約
条
件
の
明
確
化
等
の
⾒
直
しを
⾏
う。
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○
物
流
2
0
2
4
年
問
題
に
伴
っ
て
急
速
な
モ
ー
ダ
ル
シ
フ
ト
が
進
む
中
、
内
航
海
運
が
D
X
や
Ｇ
Ｘ
と
い
っ
た
社
会
変
容
や
船
員
の

高
齢

化
と
い
っ
た
課

題
に
対

応
し
、
新

た
な
社

会
ニ
ー
ズ
に
貢

献
し
て
い
く
た
め
、
内

航
海

運
の

生
産

性
向

上
等

に
資

す
る
技

術
開
発
を
支
援
す
る
ほ
か
、
質
の
高
い
船
員
教
育
を
支
援
。

内
航
海
運
業
へ
の
支
援

独
立
行
政
法
人
海
技
教
育
機
構

内
航

海
運

業
へ

の
支

援
及

び
船

員
養

成
令
和
６
年
度
政
府
案

内
航
海
運
業
へ
の
支
援
：

２
億
円

内
航
海
運
の
課
題
を
解
決
し
、
且
つ
社
会
ニ
ー
ズ
に
貢
献
で
き
る
技
術
開
発
及
び
実
証

に
要

す
る
費

用
を
補

助
（
１
／

２
以

内
）

内
航

海
運

の
課

題
を
解

決
し
、
且

つ
社

会
ニ
ー
ズ
に
貢
献
で
き
る
技
術
開
発
及

び
実
証
に
要
す
る
費
用
を
補
助

補
助
対
象

補
助
対
象
の
事
業
例
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地
域
公
共
交
通
の
維
持
・活
性
化

○
従
来
の
乗
合
バ
ス
等
の
運
行
費
支
援
に
加
え
、地

方
自
治
体
が
交
通
事
業
者
に
一
定
エ
リア
の
公
共
交
通
を
一
括
し
て
長
期
で
運
行
委
託

（
エ
リア
一
括
協
定
運
行
）
す
る
場
合
へ
の
支
援
を
実
施
す
る
ほ
か
、賃

上
げ
等
の
た
め
の
運
賃
改
定
を
実
施
す
る
乗
合
バ
ス
事
業
者
に
対
す
る

支
援
を
強
化
。

○
地
域
づ
くり
の
一
環
とし
て
、持

続
可
能
性
・利
便
性
・効
率
性
の
高
い
地
域
公
共
交
通
ネ
ット
ワ
ー
クの
再
構
築
に
必
要
な
鉄
道
・バ
ス
施
設

の
イン
フラ
整
備
等
に
取
り組

む
地
方
自
治
体
を
支
援
。

○
地
域
間
交
通
ネ
ット
ワ
ー
クを
形
成
す
る
幹
線
バ
ス
交
通
や
コミ
ュニ
テ
ィバ
ス
・デ
マ
ン
ド

タク
シ
ー
等
の
運
行
等
を
支
援

○
賃
上
げ
等
の
た
め
の
運
賃
改
定
を
実
施
す
る
事
業
者
に
対
す
る
支
援
強
化

○
エ
リア
内
交
通
ネ
ット
ワ
ー
クの
利
便
性
向
上
・効
率
化
に
向
け
た
事
業
者
の
イン
セ
ン

テ
ィブ
を
引
き
出
す
た
め
、エ
リア
一
括
協
定
運
行
を
行
う場

合
へ
の
支
援
を
実
施

○
地
域
交
通
事
業
者
に
よ
る

D
X・

GX
に
よ
る
利
便
性
向
上
や
人
材
確
保
に
資

す
る
取
組
を
支
援

地
域
公
共
交
通
再
構
築
事
業
（
社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
金
）

地
域
公
共
交
通
確
保
維
持
改
善
事
業

○
地
域
交
通
ネ
ット
ワ
ー
クの
再
構
築
に
必
要
な
鉄
道
・バ
ス
施
設
の

イン
フラ
整
備
を
支
援

【
交
付
金
事
業
者
】
地
方
公
共
団
体

【
補
助
率
】

1/
2

※
上
記
と
あ
わ
せ
て
、
効
果
促
進
事
業
（
地
方
自
治
体
の
作
成
す
る
社

会
資
本
総
合
整
備
計
画
ご
と
に
交
付
対
象
事
業
全
体
の

20
％
を
目
途
）

で
、
鉄
道
・
バ
ス
車
両
の
導
入
も
支
援

令
和
６
年
度
政
府
案

地
域
公
共
交
通
確
保
維
持
改
善
事
業

：
２
０
８
億
円

社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
金
：
５
,０

６
５
億
円
の
内
数

＜
エ
リア
一
括
協
定
運
行
事
業
の
イ
メ
ー
ジ
＞
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○
今

後
の

航
空

需
要

の
回

復
・
増

大
に
対

応
す
る
た
め
、
旅

客
の

利
便

性
向

上
を
図

り
つ
つ
、
多

数
の

旅
客

に
対

し
確

実
か

つ
効

率
的

に
検

査
を
実

施
で
き
る
よ
う
、
国

管
理

空
港

等
に
お
け
る
保

安
料

の
引

上
げ
等

に
よ
り
、
保

安
検

査
員

の
処

遇
改

善
に

関
す
る
支

援
や

ス
マ
ー
ト
レ
ー
ン
等

の
先

進
的

な
検

査
機

器
の

導
入

を
促

進
。

○
グ
ラ
ン
ド
ハ

ン
ド
リ
ン
グ

※
を
は

じ
め
と
す
る
空

港
業

務
を
担

う
人

材
の

確
保

・
育

成
や

、
空

港
に
お
け
る
資

機
材

の
共

有
化

等
の

生
産

性
向

上
に
資

す
る
取

組
等

を
推

進
。

自
動

で
手

荷
物

の
仕

分
け
、
搬

送
が

可
能

な
レ
ー
ン

（
C
T
型

X
検

査
機

と
の

組
合

せ
に
よ
り
ノ
ー
ト
P
C
や

液
体
物
を
取
り
出
す
こ
と
な
く
検
査
す
る
こ
と
も
可
能
）

高
度

な
保
安
検
査
機
器

ス
マ
ー
ト
レ
ー
ン

ボ
デ
ィ
ー
ス
キ
ャ
ナ
ー

C
T
型

X
線

検
査

機

現
行

の
接

触
検

査
に
代

わ
る
も
の

と
し
て
、
自

動
的

に
非

接
触

で
人

体
表
面
の
異
物
を
検
知
す
る
装
置

高
性
能
X
線
検
査
装
置

預
入

手
荷

物
に

爆
発

物
が

含
ま

れ
て
い
な
い
か

自
動

的
に
検

知
す

る
シ
ス
テ
ム

⇒
 
検
査
精
度
（
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ

レ
ベ
ル
）
の
向
上
、
保
安
検
査
員

の
負
担
軽
減
、
旅
客
利
便
性
の
向

上
が
期
待

航
空
・
空
港
関
係
事
業
者
が
実
施
す
る
空
港
ご
と
の
合
同
就
職
説
明
会
の
開
催
、
教
育
訓
練
等
の
取
組
、

空
港
業
務
を
担
う
人
材
の
処
遇
改
善
等
に
係
る
補
助
等
を
実
施
す
る
こ
と
に
よ
り
、
人
材
の
確
保
・
育
成

等
を
推

進
。

○
人

材
確

保
・
育

成
等

の
推

進

教
育

訓
練

○
空

港
機

能
の
効

率
的

投
資

・
運
用

に
向

け
た
取

組
推

進

空
港
に
お
け
る
資
機
材
の
共
有
化
等
の
生
産
性
向
上
に
資
す
る
取

組
の
推
進
に
係
る
補
助
等
を
実
施
す
る
こ
と
に
よ
り
、
空
港
機
能
の

効
率

的
投

資
・
運

用
を
実

現
。

共
用

休
憩

室

イ
メ
ー
ジ

採
用

情
報

の
発

信
強

化

空
港

業
務

（
保

安
検

査
、
グ
ラ
ン
ド
ハ

ン
ド
リ
ン
グ
）
の

体
制

強
化

令
和
６
年
度
政
府
案

保
安
検
査
の
量
的
・
質
的
向
上
の
推
進
：
１
３
５
億
円

空
港
受
入
環
境
整
備
等
の
推
進

：
３
億
円

共
用
化
さ
れ
て
い
る

G
SE

車
両

旅
客
ﾀｰ
ﾐﾅ
ﾙ

ラ
ン
プ

(航
空
機
を
駐
機
場
に
誘
導

)

(手
荷

物
の

預
り
等

)
（
受
託
手
荷
物
の
仕
分
け
作
業
）
（
手

荷
物

の
コ
ン
テ
ナ
へ

の
搭

載
）

(フ
ロ
ア
清
掃

)
（
航
空
機
へ
の
燃
料
給
油
）

※
グ
ラ
ン
ドハ
ン
ドリ
ン
グ
業
務
の
例

（
航
空
機
ま
で
の
貨
物
の
搬
送
）

（
貨

物
室

へ
の

積
み

降
ろ
し
）

貨
物
ﾀｰ
ﾐﾅ
ﾙ
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海
上
保
安
能
⼒
の
抜
本
的
強
化

〇
「
海
上
保
安
能
⼒
強
化
に
関
す
る
⽅
針
」
（
令
和
４
年
１
２
⽉
１
６
⽇
関
係
閣
僚
会
議
決
定
）
に

基
づ
き
、
尖
閣
領
海
警
備
能
⼒
や
広
域
海
洋
監
視
能
⼒
の
強
化
な
ど
の
海
上
保
安
能
⼒
の
強
化
を

推
進
。

新
た
な
脅
威
に
備
え
た
尖
閣
領
海
警
備
、⼤
規
模
・重
⼤
事
案
対
処
能
⼒
及
び
広
域
監
視
能
⼒
の
強
化

⼤
型
巡
視
船
（
3,
50
0ト
ン
型
）
２
隻

⼤
型
巡
視
船
（
1,
00
0ト
ン
型
）
６
隻

強
固
な
業
務
基
盤
能
⼒
の
強
化

中
型
ヘ
リコ
プ
タ
ー
１
機

※
写
真
、図
は
イ
メ
ー
ジ

1,
06

6 
1,
10

7 

1,
36

5 
1,
50

4 

0

50
0

1,
00
0

1,
50
0

2,
00
0

2,
50
0

3,
00
0

令
和
５
年
度

令
和
６
年
度
(案

)

2,
43

1
2,
61

1

（
億
円
）

物
件
費

⼈
件
費

＋
18

0

代
替
整
備

（
さ
が
み
、そ
うや
等
）

巡
視
船
の
ラ
イ
フサ
イ
ク
ル
コス
ト

の
低
減
・⻑
寿
命
化
等

②

コス
ト低

減

(ライフサイクルコスト)

(使
⽤
年
数
)

⻑
寿
命
化

巡
視
船
の
ライ
フサ
イク
ル
コス
トの
推
移

（
イメ
ー
ジ
）

①

③

③

①
重
点
予
防
整
備
②
延
命
・機
能
向
上
整
備
③
⽼
朽
代
替

妨
害
電
波

衛
星
を
活
⽤
した
情
報
通
信
シ
ス
テ
ム
の
強
靱
化

（
サ
イ
バ
ー
対
策
）

衛
星

コン
ス
テ
レ
ー
シ
ョン

準
天
頂
衛
星

み
ち
び
き

海
上
保
安

業
務
シ
ス
テ
ム

衛
星

サ
イバ
ー

セ
キ
ュリ
テ
ィ対
策

秘
匿
の
強
化

回
線
の
冗
⻑
化

当
初
予
算
の
推
移

令
和
６
年
度
政
府
案
：
２
，
６
１
１
億
円

（
※
）
デ
ジ
タ
ル
庁
⼀
括
計
上
分
を
含
む
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⼀
般
会
計
か
ら⾃

動
⾞
安
全
特
別
会
計
へ
の
繰
戻
し

令
和
６
年
度
政
府
案
：
６
５
億
円

○
平
成
6年

度
及
び
7年

度
に
旧
⾃
賠
責
特
会
か
ら繰

り⼊
れ
た
約
1.
1兆

円
の
うち
、約

0.
6兆

円
が
繰
り戻

され
て
い
な
い
こ

とか
ら、
平
成
30
年
度
予
算
よ
り、
⼀
般
会
計
か
らの
繰
戻
しを
再
開
。

○
令
和
６
年
度
予
算
案
に
お
い
て
は
、令

和
3年

12
⽉
に
財
務
⼤
⾂
・国
⼟
交
通
⼤
⾂
間
で
合
意
され
た
内
容
を
踏
ま
え
、被

害
者
⽀
援
事
業
等
が
安
定
的
・継
続
的
に
将
来
に
わ
た
って
実
施
され

る
よ
う、
65
億
円
（
対
前
年
度
＋
6億

円
）
の
繰

戻
しを
実
施
。

※
令
和
5年

度
補
正
予
算
に
お
い
て
は
、1
3億

円
の
繰
戻
しを
実
施
。

１
．

平
成

６
年

度
及

び
平

成
７

年
度

に
お

け
る

自
動

車
損

害
賠

償
責

任
再

保
険

特
別

会
計

（
現

、
自

動
車

安
全

特
別

会
計

。
）

か
ら

一
般

会
計

に
対

す
る

繰
入

金
に
つ
い
て
は
、
令
和
４
年
度
に
お
い
て
、
５
，
４
０
０
，
０
０
０
千
円
を
自
動
車
安
全
特
別
会
計
自
動
車
事
故
対
策
勘
定
に
繰
り
戻
す
こ
と
と
す
る
。

２
．

繰
入

金
の

残
存

額
に

つ
い

て
は

、
従

来
の

大
蔵

省
と

運
輸

省
の

間
の

合
意

事
項

を
維

持
す

る
こ

と
と

す
る

が
、

自
動

車
事

故
対

策
勘

定
に

お
け

る
積

立
金

の
水

準
と

変
動

状
況

等
に

鑑
み

、
平

成
６

年
２

月
１

０
日

付
け

の
大

蔵
大

臣
及

び
運

輸
大

臣
間

覚
書

（
蔵

計
第

２
３

８
号

、
自

保
第

３
８

号
）

記
２

の
「

平
成

３
１
年
度
か
ら
平
成
３
４
年
度
」
を
「
令
和
５
年
度
か
ら
令
和
９
年
度
」
に
改
め
る
こ
と
と
す
る
。

３
．

毎
年

度
の

具
体

的
な

繰
戻

額
に

つ
い

て
は

、
令

和
４

年
度

予
算

に
お

け
る

繰
戻

額
の

水
準

を
踏

ま
え

、
被

害
者

等
の

ニ
ー

ズ
に

応
じ

て
被

害
者

保
護

増
進

事
業

等
が

安
定

的
・

継
続

的
に

将
来

に
わ

た
っ

て
実

施
さ

れ
る

よ
う

十
分

に
留

意
し

つ
つ

、
一

般
会

計
の

財
政

事
情

、
自

動
車

安
全

特
別

会
計

の
収

支
状

況
等

に
照
ら
し
、
財
務
省
及
び
国
土
交
通
省
が
協
議
の
上
、
決
定
す
る
こ
と
と
す
る
。

た
だ

し
、

自
動

車
安

全
特

別
会

計
の

事
業

の
運

営
上

、
予

期
し

な
い

資
金

手
当

の
必

要
が

生
じ

る
と

見
込

ま
れ

る
場

合
に

は
、

令
和

９
年

度
以

前
で

あ
っ

て
も
繰
り
上
げ
て
必
要
額
を
繰
り
戻
す
こ
と
と
す
る
。

４
．

ま
た

、
安

全
・

安
心

な
自

動
車

社
会

の
実

現
を

図
る

た
め

、
両

省
は

自
動

車
安

全
特

別
会

計
自

動
車

事
故

対
策

勘
定

に
係

る
財

政
運

営
の

安
定

性
確

保
に

向
け

て
、

一
般

会
計

か
ら

の
繰

戻
し

に
継

続
し

て
取

り
組

む
こ

と
と

し
、

あ
わ

せ
て

、
平

成
１

３
年

の
自

動
車

損
害

賠
償

保
障

法
及

び
自

動
車

損
害

賠
償

責
任

再
保

険
特

別
会

計
法

の
一

部
を

改
正

す
る

法
律

に
係

る
衆

参
両

院
の

附
帯

決
議

を
踏

ま
え

、
関

係
者

の
理

解
を

得
つ

つ
、

賦
課

金
制

度
に

つ
い

て
令

和
５

年
度

以
降
の
可
能
な
限
り
速
や
か
な
導
入
に
向
け
た
検
討
を
行
い
、
早
期
に
結
論
を
得
る
こ
と
と
す
る
。

＜
財
務
⼤
⾂
・国
⼟
交
通
⼤
⾂
間
合
意
（
令
和
3年

12
⽉
22
⽇
）
＞
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通
学
路
に
お
け
る
交
通
安
全
対
策
の
推
進

令
和

６
年

度
政

府
案

：
５
５
５
億

円

○
令
和
３
年
６
月
に
千
葉
県
八

街
市

で
発

生
し
た

小
学
生
５
名
が
死
傷
す
る
交
通
事
故

を
受
け
、

全
国
の
小
学
校
の
通
学
路
を
対
象
と
し
た
合
同

点
検
を
実
施

○
合
同
点
検
の
結
果
お
よ
び
対
策
の
進
捗
状

況
は

以
下
の
と
お
り
（
道

路
管

理
者

分
）
（

R5
年

9月
末

時
点
）

・
対
策
必
要
箇
所
数
：

39
,0

71
 箇

所
・
対
策
済
箇
所
数

：
31

,1
58

 箇
所

(約
80

％
)

・
対
策
済
箇
所
数
（
暫
定
的
な
安
全
対
策
含

む
）

：
35

,4
72

 箇
所

(約
91

％
)

●
防
護
柵
の
設
置

等

整
備

後
整

備
後

●
路
肩
カ
ラ
ー
舗
装

整
備

後

整
備

前

【
道

路
管
理

者
に
よ
る

対
策

必
要

箇
所
数
等

の
内

訳
】

（
R5

年
9月

末
時
点
）

対
策
内
容

対
策
必
要

箇
所
数

対
策
済
み
箇
所
数

下
段
：
暫
定
的
な
安
全
対
策

を
含
む

歩
道
の
整
備
・
交
差
点
改
良

等
約

6,
70

0箇
所

約
2,

50
0箇

所
（
約

38
％
）

約
5,

50
0箇

所
（
約

82
％
）

防
護
柵
・
狭
さ
く
の
設
置

等
約

2,
50

0箇
所

約
1,

90
0箇

所
（
約

78
％
）

約
2,

10
0箇

所
（
約

85
％
）

区
画
線
の
設
置
・
カ
ラ
ー
舗
装

等
約

25
,9

00
箇
所

約
23

,1
00

箇
所
（
約

89
％
）

約
24

,1
00

箇
所
（
約

93
％
）

そ
の
他
（

樹
木
の
伐
採

等
）

約
4,

00
0箇

所
約

3,
60

0箇
所
（
約

89
％
）

約
3,

80
0箇

所
（
約

95
％
）

整
備

前
整

備
前

≪
暫

定
的
な

安
全
対
策

の
例

≫

●
車
線
分
離
標
に
よ
る
歩
行
空
間
の
確
保

暫
定

的
な
安

全
対

策
後

●
注
意
喚
起
看
板
の
設
置

暫
定

的
な
安

全
対

策
後

対
策
：
歩
道
の
拡
幅

対
策
：
歩
道
の
設
置

●
歩
道
の
整
備

【
道

路
管
理

者
に
よ
る

対
策

の
例

】
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(単
位

：
億

円
）
（
対

５
年

度
当

初
）

＜
主
な
歳
入
・
歳
出
増
減
の
内
訳
＞

（
対

５
年

度
当

初
）

（
歳
入
）

・
一
般
会
計
か
ら
自
動
車
安
全
特
別
会
計
へ
の
繰
戻
し
の
増
（
+
6
億
円
）

（
歳
出
）

・
自
動
車
検
査
登
録
勘
定
に
お
け
る
自
動
車
登
録
検
査
関
係
手
続
き
の
オ
ン
ラ
イ
ン
化
に
伴
う
シ

ス
テ
ム
改
良
経
費
の
増
（
+
6
億
円
）

・
自
動
車
検
査
登
録
勘
定
に
お
け
る
自
動
車
整
備
関
係
手
続
き
の
オ
ン
ラ
イ
ン
化
に
伴
う
シ
ス
テ

※
計
数
は
そ
れ
ぞ
れ
四
捨
五
入
し
て
い
る
の
で
、
合
計
に
お
い
て
一
致
し
な
い
場
合
が
あ
る
。

ム
開
発
経
費
の
増
（
+
8
億
円
）

・
自
動
車
検
査
登
録
勘
定
に
お
け
る
自
動
車
技
術
総
合
機
構
施
設
整
備
費
の
増
（
+
6
億
円
）

自
動
車
安
全
特
別
会
計

(空
港

整
備

勘
定

を
除

く
)

勘
定

別
歳

出
総

額
歳

出
純

計
額

歳
出
純
計
額
か
ら
国
債

償
還
費
、
社
会
保
障
費

等
を
除
い
た
額

2
2
3
（
▲

1
）

2
1
1
（
▲

2
）

自
動

車
事

故
対

策
勘

定
2
1
1
（
▲

2
）

自
動

車
検

査
登

録
勘

定
4
3
6
（
+
2
3
）

4
3
5
（
+
2
3
）

4
3
5
（
+
2
3
）

自
動
車

検
査
登
録
勘
定

自
動
車

事
故
対
策
勘
定

業
務
取
扱
費

3
7
8
（
+
1
6
）

被
害
者
保
護
増
進
等
事
業
費

9
8
（
+
1
）

自
動
車

検
査
登
録
勘
定

自
動
車

事
故
対
策
勘
定

前
年
度
剰
余
金
受
入

6
1
6
（
+
0
）

雑
収
入
等

1
6
（
+
1
）

積
立
金
よ
り
受
入

2
7
（
▲
2
6
）

【
令
和
６
年
度
歳
出
予
算
】

6
5
9
億
円

（
+
2
2
）

1
,
2
8
8
億
円

（
+
1
）

【
令
和
６
年
度
歳
入
予
算
】

賦
課
金
収
入

1
0
5
（
+
2
0
）

一
般
会
計
よ
り
受
入
6
5
（
+
6
）

雑
収
入
等

1
2
（
▲

4
）

前
年
度
剰
余
金

受
入

7
0
（
+
1
）

検
査
登
録
手
数
料
収
入

3
7
7
（
+
4
）

保
障
費

1
3
（
▲
1
）

独
立
行
政
法
人
自
動
車
技
術

総
合
機
構
運
営
費

2
2
（
+
0
）

独
立
行
政
法
人
自
動
車
事
故

対
策
機
構
施
設
整
備
費

2
（
▲

4
）

独
立
行
政
法
人
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